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令和８年３月高浜市議会定例会会議録（第２号） 

 

日 時  令和８年３月３日午前10時 

場 所  高浜市議場 

 

議事日程 

 日程第１ 一般質問 

 

本日の会議に付した案件 

 議事日程のとおり 

一般質問者氏名 

 １．柴口征寛議員   （１）高齢者福祉施策とサン・ビレッジ衣浦の位置づけについて 

（２）市役所開庁時間の短縮について 

（３）ＡＩオンデマンドバス「チョイソコたかはま」の更なる利便性 

向上について 

 ２．福岡里香議員   （１）伝わる情報発信のあり方について 

            （２）市営住宅制度の公平性と持続可能な運営について 

            （３）パーキングパーミット制度について 

 ３．黒川美克議員   （１）市長の市政運営について 

            （２）高浜市かわら美術館・図書館について 

（３）高浜市のコンプライアンスについて 

 ４．荒川義孝議員   （１）健康寿命延伸のための方策とその効果について 

～予防医療の観点から考える～ 

 ５．今原ゆかり議員  （１）ＲＳウイルス感染症対策と肺炎予防について 

 

出席議員 

   １番  橋 本 友 樹           ２番  荒 川 義 孝 

   ３番  神 谷 直 子           ５番  野々山   啓 
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   12番  柴 口 征 寛           13番  倉 田 利 奈 

   14番  黒 川 美 克 
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議事の経過 

○議長（神谷直子） 皆さん、おはようございます。 

 本日も円滑なる議事の進行に御協力のほど、お願い申し上げます。 

──────────────────────────────────────── 

午前10時00分開議 

○議長（神谷直子） ただいまの出席議員は全員であります。よって、これより会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付してあります日程表のとおりです。 

 これより本日の日程に入ります。 

──────────────────────────────────────── 

○議長（神谷直子） 日程第１ 一般質問を行います。 

 議事運営上、質問については通告順に従って発言を許します。 

 なお、関連質問については、通告による質問が終了してから発言を認めますので、そのように

御了承をお願いいたします。 

 初めに、12番、柴口征寛議員。一つ、高齢者福祉施策とサン・ビレッジ衣浦の位置づけについ

て、一つ、市役所開庁時間の短縮について、一つ、ＡＩオンデマンドバス「チョイソコたかはま」

の更なる利便性向上について、以上３問についての質問を許します。 

 12番、柴口征寛議員。 

〇12番（柴口征寛） おはようございます。日本共産党の柴口征寛です。 

今回３件について一般質問させていただきます。よろしくお願いいたします。 

まず、件名１、高齢者福祉施策とサン・ビレッジ衣浦の位置づけについてです。 

今回、本件を取り上げたのは、サン・ビレッジ衣浦の利用料を巡り、構成市の一方である碧南

市において高齢者等を対象とした半額制度が実施されることとなったことを受けたからです。 

サン・ビレッジ衣浦は高浜市と碧南市で構成する衣浦衛生組合が設置、管理する一部事務組合

施設であり、両市の住民が等しく利用する公共施設です。その同一の施設において構成市ごとに

利用者の自己負担に差が生じることは、市民にとっても関心の高い問題です。 

したがって、本市としてこの状況をどのように受け止め、どのような考え方に立つのかを明確

にする必要があると考え、本件を取り上げました。 

しかしながら、この問題は単に料金の問題にとどまるものではありません。そもそも、本市に

おいて、高齢者福祉施策をどのように位置づけ、その中で外出促進や社会参加の確保をどう捉え

ているのかという基本的な考え方が明確でなければ、個別施設の在り方や利用料の差についても

一貫した説明は困難となります。 

そこで、まず本市の高齢者福祉施策の基本的な考え方、とりわけ外出促進の位置づけについて

確認をした上で、サン・ビレッジ衣浦の位置づけへと進めていきたいと思います。 
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初めに、本市の高齢者福祉施策の基本的な考え方について伺います。 

高齢化が進む中で行政の役割は、介護が必要になった後の支援にとどまらず、高齢者が可能な

限り自立し、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる環境を整えることにあると考

えます。近年では、フレイル対策の観点からも、身体機能の維持のみならず、外出機会の確保、

社会的つながりの維持、孤立防止といった要素が重要視されております。外出は単なる移動行為

ではなく、身体的健康、精神的安定、社会参加の機会確保に直結する基盤的な行為であると認識

しております。 

まず最初に、本市の高齢者福祉施策において、高齢者が地域で安心して暮らし続けるために、

市としてどのような点を重視しているのかを伺います。 

ここでお聞きしたいのは、個々の事業の羅列ではなく、本市として高齢者福祉施策の基本的な

考え方や重点をどのように位置づけているかという点です。基本的な考え方をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 共生推進グループ。 

〇共生推進Ｇ（岩崎和也） 本市におきましては、高齢者保健福祉計画におきまして、みんなで

つながりをつくるという基本理念を掲げ、高齢者が住み慣れた地域でいつまでも健康に自分らし

く生き生きと暮らしていくことができる施策を推進してございます。 

特に身体的な健康維持に加えまして、孤立防止や社会参加といった社会的なつながりを持つこ

とが、フレイル予防に直結すると考えております。 

こうした観点から、外出のきっかけとなります通いの場の充実と、そこへの参加を促す仕組み

づくりを重視して取り組んでいるところでございます。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、本市の高齢者福祉施策全体の中で、外出促進や社会参加の確保をど

のように位置づけているのかを伺います。 

外出促進は、単に交通手段の整備や施設の利便性といった条件整備の問題にとどまるものでは

なく、身体活動量の維持、閉じこもり予防、地域との接点の確保、さらには介護予防にもつなが

る重要な要素です。 

本市においては、外出促進や社会参加を、高齢者福祉施策の中で補完的な取組として位置づけ

ているのか。それとも施策全体の中で中核的な要素として位置づけているのか、本市としての考

え方をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 共生推進グループ。 

〇共生推進Ｇ（岩崎和也） 本市では、高齢者保健福祉計画の基本方針の一つといたしまして、

「フレイル予防と高齢者の活躍するまちづくりの推進」を掲げております。 

その具体的な展開であります、外出促進及び社会参加の確保につきましては、本市の介護予防、

健康増進施策の中核的な取組として位置づけているところでございます。 
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社会とのつながりを失うことがフレイルの最初の入口と言われる中、高齢者が自ら主体的に通

いの場に出かけることやボランティア活動などへ参加することは大変重要であると考えておりま

す。そのため、高齢者が楽しみながら地域とつながりを続けることができるきっかけや仕組みづ

くりこそが不可欠なものであると捉え、取り組んでいるところでございます。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、高齢者が外出しやすい環境づくりについて、本市としてどのような

方向性を持っているのか伺います。 

外出を後押しするためには、本人の意欲だけでなく、移動手段の確保、施設の利用のしやすさ、

情報提供の在り方、経済的負担への配慮など、様々な要素が関係します。 

こうした点を踏まえ、本市として外出しやすい環境づくりをどのように捉え、どのような基本

的な方向性の下で進めていく考えなのか、本市としての考え方をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 共生推進グループ。 

〇共生推進Ｇ（岩崎和也） 本市では、高齢者が気軽に出かけ、地域の方と交流できる健康自生

地やまぜこぜの居場所のような居場所を市内の身近な各地に創出をしていく方向性を持ってござ

います。あわせまして、ＰＲイベントなどの開催を通じまして、高齢者が外出するきっかけづく

りを継続していく考えでございます。また、単に参加者として集うだけではなく高齢者が地域の

中で支え手としての役割を持ち、活躍できる環境づくりも目指しております。 

こうした居場所の担い手としても活躍していただけるように働きかけるとともに、その仕組み

づくりに注力をしてまいります。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） それでは、（２）のサン・ビレッジ衣浦の高齢者福祉施策上の位置づけに

ついて伺います。 

サン・ビレッジ衣浦は、高浜市及び碧南市で構成する衣浦衛生組合が設置、管理する公共施設

であり、温水プールや浴場等を備えた施設です。健康増進の側面に加え、利用者同士の交流や外

出の動機づけの場となり得る側面も有していると考えられます。こうした施設の役割を踏まえ、

サン・ビレッジ衣浦の高齢者福祉施策上の位置づけについて、順に確認をしていきます。 

まず、本市は、サン・ビレッジ衣浦を高齢者福祉施策との関係でどのように位置づけているの

かを伺います。 

サン・ビレッジ衣浦は、健康づくりに資する施設としての側面を有していると考えられます。

また、高齢者の外出機会の確保や社会的つながりの維持につながる場となり得る側面もあります。

こうした機能を踏まえ、本市はサン・ビレッジ衣浦を高齢者福祉施策の中でどのような役割を担

う施設として位置づけているのか、本市の基本的な考え方をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 
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〇健康推進Ｇ（中川幸紀） サン・ビレッジ衣浦は、議員の説明がありましたとおり、プールや

卓球、浴場などを備え、子供から大人まで高齢者まで幅広い世代の皆さんが健康づくりやリフレ

ッシュに利用できる施設であります。 

本市の高齢者保健福祉計画におきまして、当該施設を直接的に位置づけているものはありませ

んが、健康づくりや交流機会の一環として利用を促進する仕組みとして間接的に活用しています。 

具体的には、ボランティア活動に参加される高齢者を応援するいきいき健康マイレージ事業で

は、貯めたポイントの引換えメニューに当施設の利用券を含めており、希望者にお渡しをしてお

ります。 

このような活用を通じて、高齢者が積極的に活動し、交流を行う本市施策を補完する役割を担

っており、介護予防や社会参加支援といった視点から、高齢者福祉政策の一部に寄与しているも

のと捉えておりますので、お願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、サン・ビレッジ衣浦の利用が高齢者の健康づくりや外出機会の確保

にどのような役割を果たしていると認識しているのかを伺います。 

温水プールや入浴機能の利用は、身体機能の維持や健康管理の一助となり得るものであります。

また、施設を訪れること自体は、外出の契機となり、交流や社会参加につながる側面もあると考

えられます。 

こうした観点から、本市は、サン・ビレッジ衣浦の利用が高齢者の健康づくりや外出促進にど

のように寄与していると認識しているのか、本市の認識をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） サン・ビレッジ衣浦での運動や入浴を目的とした外出は、結果とし

て、閉じこもりの防止や多世代との交流を生み、居場所の一つとなっていると認識しております。 

こうした活動が高齢者の皆様の心身の健康維持やＱＯＬ（生活の質）の向上に寄与していると

考えています。 

なお、施設は碧南市に所在しますが、乗合タクシー、チョイソコの停留所を設置するなど、高

齢者の皆さんが利用しやすい移動手段を確保しております。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） それでは、（３）利用料の在り方及び構成市間の整備について伺います。 

構成市の一方である碧南市では、これまで高齢者に対して実施してきた入浴無料券制度を見直

し、サン・ビレッジ衣浦を含む対象施設について、65歳以上及び障害者の利用料を半額とする取

扱いを導入することが示されています。その結果、サン・ビレッジ衣浦においては、碧南市民の

65歳以上及び障害者は、大人220円、小・中学生110円で利用できるのに対し、高浜市民は大人

440円、小・中学生220円となり、同一施設でありながら、居住自治体により自己負担額に明確な
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差が生じる状況となります。 

この点を踏まえ、順に伺います。 

まず、本市において、これまでサン・ビレッジ衣浦の高齢者利用に対する無料券の配布につい

て、実施しないとしてきました。その理由は、何であったのかを改めて伺います。高齢者福祉施

策全体の中での優先順位の問題なのか。財政的な観点からの判断なのか。あるいは、一部事務組

合施設であることとの関係によるものなのか。これまでの基本的な考え方を具体的にお示しくだ

さい。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 高齢者支援の在り方につきましては、地域の課題や財政状況などを

踏まえ、それぞれの自治体が独自に判断すべきものと考えております。 

本市はこれまで無料券を配布してこなかったのは、高齢者の皆様が住み慣れた身近な地域で主

体的な活動や健康づくりに取り組める環境づくりが大切であると判断してきたことによります。 

本市では、いきいき広場のマシンスタジオの開設をはじめ、活動量歩行計ホコタッチの配布に

よる日常的な外出や歩行運動の促進、健康自生地、まぜこぜの居場所といった多世代が交流でき

る場づくりなどを地域全体に展開しているところでありますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、利用料そのものが高齢者の外出機会の確保にどのような影響を与え

ていると認識しているのかを伺います。 

サン・ビレッジ衣浦は、健康づくりや外出の契機となり得る施設であります。その利用に際し

て、料金が心理的、経済的なハードルとなる可能性も考えられます。 

本市は、現行の利用料水準が、高齢者の外出機会の確保にどのような影響を与えていると認識

しているのか。負担軽減が利用促進につながる可能性についてどのように捉えているのか。高齢

者福祉施策の観点からの認識をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 利用料の負担感が外出を検討される際の判断材料の一つになり得る

ことは認識していますが、外出のきっかけや生活状況は多様であり、その影響を一概に図ること

は難しいと考えております。高齢者の皆さんが無理なく外出を続け、健康を維持していくために

は、金銭的な面だけではなく、出かけたいと思える魅力的な目的や身近な選択肢が豊富にあるこ

とが何より大切であると考えておりますので、よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 碧南市が半額制度を導入することにより、同一の一部事務組合施設であり

ながら、構成市住民間で利用者負担に差が生じることになります。サン・ビレッジ衣浦は、両市

の住民が等しく利用する公共施設でありますが、結果として、居住自治体によって負担に差が生
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じることについて、本市はどのように考えているのか、お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 一部事務組合は、複数の市が協力して施設を効率的に運営するため

の枠組みであり、施設の維持管理などの費用につきましては、各市が公平に負担をしております。 

一方で、利用料の割引などの支援策は、市が独自の財源を投じて行う市単独事業で施設の管理

運営とは切り離して考えるべき事項であると考えております。したがいまして、碧南市との間に

利用条件の差異が生じることは、限られた予算をどの福祉分野に重点的に投資するかという各市

の政策選択の結果であると考えております。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、高齢者福祉施策としての外出促進の観点、そして構成市間の公平性

の観点から、今後の利用料の在り方について検討していく考えはあるのかを伺います。 

碧南市が独自に負担軽減措置を講じることにより、この同一の一部事務組合施設において構成

市住民間で利用者負担に差が生じる状況となります。 

本市としてこの状況を踏まえ、利用料の在り方について改めて検討を行う考えはあるのか。検

討を行わないとすれば、その理由は何か。また、検討を行うとすれば、その結果として利用料の

見直しを行う可能性があるのか。逆に検討を行わないということであれば、利用料の見直しは行

わないという理解でよいのか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 現時点におきまして、利用料の在り方について検討する考えはござ

いません。 

本市におきましても、かつては入浴サービスへの公費助成を行っていた時期もありましたが、

現在は地域の身近な通いの場を活用した取組を展開していく施策へと重点をシフトしております。 

今後も社会情勢や市民ニーズの変化を注視し、本市にとって最適な高齢者福祉施策の在り方を

研究してまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） ということは、利用料の見直しを行う考えはないということでよろしいで

すか。 

〇議長（神谷直子） 福祉部長。 

〇福祉部長（竹内正夫） 碧南市は、財政状況を踏まえて、無料券の配布を半額助成に切り替え

たということでお聞きをしております。実質的には負担が増えるということになります。碧南市

には碧南市の考え方があります。碧南市のこうした動きをもって、高浜市が見直すという考え方

は現段階は持ち合わせておりません。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 
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〇12番（柴口征寛） 本市としての高齢者福祉施策の基本的な考え方、外出促進の位置づけ、そ

してサン・ビレッジ衣浦の役割と利用料の在り方について確認をいたしました。 

答弁を踏まえますと、本市としては、現行の利用料体系を維持する考えであるとのことです。

しかしながら、高齢者の外出機会の確保や社会参加の促進は重要です。同一の一部事務組合施設

において、構成市住民間で利用者負担に差が生じる状況が続くことについては、市民に対する丁

寧な説明と施策全体の中での整合性が求められる課題であると考えます。本件については引き続

き、必要な見直しを求めていくことを申し上げて、件名１を終わります。 

では、続きまして、件名２の市役所開庁時間の短縮についてに移ります。 

市は、令和８年６月１日から市役所本庁舎及びいきいき広場事務スペースの窓口開庁時間を午

前９時から午後４時までに短縮する方針を示しております。 

職員の勤務時間自体は従来どおり午前８時30分から午後５時15分としつつ、市民が窓口を利用

できる時間を見直すという内容です。 

市の説明によれば、その目的は、開庁時間前の窓口準備や閉庁後の事務処理の時間を確保し、

勤務時間内で業務を行う体制を整えること。さらには勤務時間内にグループ内の情報共有や問題

解決を行う時間が創出され、結果として市民サービスの質の向上につなげることにあるとされて

います。また、働き方改革の推進や人材確保の観点が背景にあると説明しています。 

一方で、開庁時間の短縮は市民にとっては、行政サービスにアクセスできる時間帯の変更を意

味します。行政内部の体制整備という側面がある一方で、市民生活への影響も生じ得るというこ

とから、その必要性や妥当性、市民サービスとの関係については丁寧な説明と検証が求められる

と考えます。 

そこで、市が今回の見直しをどのような認識の下で進めようとしているのか、その目的や必要

性、市民サービスへの影響、そして実施後の検証の在り方について、順に確認していきます。 

まず、市役所及びいきいき広場の窓口開庁時間短縮の目的及び必要性について伺います。 

市は、来庁者数の時間帯別の状況や窓口業務の実態を踏まえ、開庁時間前後の事務処理時間の

確保や勤務時間内で業務を行う体制の整備が必要であると説明しています。しかしながら、これ

までの開庁時間は、市民サービスの観点から設定され、長年にわたり運用されてきたものであり

ます。窓口を利用できる時間帯は、市民にとって行政との重要な接点であり、その変更は行政運

営の在り方そのものに関わる判断であると考えます。したがって、今回の見直しは行政内部の業

務効率化という側面を有する一方で、市民サービスの提供方法そのものを変更するものであるこ

とから、その判断に至った理由を明確にする必要があると考えます。 

まず最初に、来庁者数の実態や行政運営の状況を踏まえ、本市が開庁時間を短縮するという判

断に至った理由について伺います。 

窓口開庁時間を見直すということが、行政運営の在り方に関わる重要な判断であると考えます
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が、本市はどのような認識の下で今回の短縮を決定したのか。短縮という判断に至った背景や根

拠について、考えをお示しください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） まず、開庁時間の短縮の検討を始めた背景、経緯といたしましては、

職員から毎年人事に提出されます自己申告書により、職員のほうから働き方改革として、窓口短

縮の検討を行ってほしいという声が最初に上がっておりました。そういったこともありまして、

窓口部署の職員の協力を得まして、時間ごとの来庁者数及び窓口での手続が必ず必要なものなの

か、もしくはそれ以外の手続で窓口に来なくても行える手続なのかという割合について調査を行

ってまいりました。また、令和７年４月から西三河の近隣市で、窓口短縮の導入について共に調

査を進めていきたいというようなお声がありまして、既に短縮を行っていた愛知県のみよし市、

常滑市、東浦町などで合同で視察調査を行ってまいりました。その調査結果を基に、当市におい

ても全部署の管理職、また主要となる職員との意見交換を行った上で短縮の導入を決定してまい

りました。 

導入の理由といたしましては、先ほど議員もおっしゃられました、一つが職員の勤務時間を守

った働き方の確保がございます。これまでの職員の勤務時間は８時半から午後５時15分と窓口開

庁時間と同じであるために、閉庁時間間近に受付を行った場合は、窓口対応が必ず時間外まで及

ぶことになりまして、時間外ありきで業務を行う対応となっておりました。 

そこで、窓口短縮を行うということで勤務時間を守った働き方ができるようにすることで、職

員のモチベーションの維持に努めること、また人材確保のために努めていくということを考えて

おりました。また、開庁時間短縮により確保した勤務時間については、グループ、先ほど議員も

おっしゃられたとおり、グループ内の情報共有や課題解決を行う時間に充てることができます。

限られた人的資源の中で効果的な行政運営を行うことで、窓口時間は短縮となりますが、それ以

外の市民サービスの向上にそれらがつながっていくということが理由ということで、短縮を今回

は決定させていただきました。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、開庁時間短縮に伴い、会計年度任用職員の勤務体制及び給与への影

響について伺います。 

市は、職員の勤務時間自体は従来どおりと説明していますが、窓口時間が短くなることにより、

実際の現場運用においては、勤務時間の在り方や業務体制に見直しが生じる可能性も考えられま

す。現時点において、会計年度任用職員の勤務時間、勤務シフト、配置人数、担当業務の範囲等

に変更は生じるのか。また、今後の運用の中で、勤務時間の見直しが行われる可能性はあるのか。

さらに、勤務時間に変更が生じた場合、給与への影響について、本市はどのように考えているの

か、本市の見解をお示しください。 
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〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） 現時点で会計年度任用職員の方につきましては、窓口業務の業務だ

けではなく、その他の業務にも携わっていただいておりますので、開庁時間が短縮されたことだ

けが理由で勤務時間が変更されることはございません。また、今後、短縮業務によって勤務時間

が短くなるかどうかにつきましては、短縮によって業務がどのように変化していくか、そのあた

りを様子を見て判断していく場合になるんですが、短縮による理由以外でも、会計年度任用職員

として勤務していただく業務の内容等に変更があった場合は、それに付随して勤務時間が変更に

なる場合がございます。その場合は、やはり収入等に影響がございますので、次年度の任用更新

に当たりまして、担当職員と会計年度任用職員様で事前に相談をさせていただきたいと考えてお

ります。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、今回のこの開庁時間の短縮について、試行期間を設けず、本格運用

とした理由について伺います。 

近隣自治体においては一定期間の試行を経た上で、本格運用としている例もあります。開庁時

間の変更は市民サービスに直結する制度変更であることから、本来であれば影響を見極めるため

の試行的な導入という選択肢も考えられます。 

本市が試行期間を設けず、本年６月１日から本格運用とした理由は何か。その過程において、

試行導入について、どのような検討を行ったのか。本市の判断の経緯についてお示しください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） まず、試行期間を設けているほかの自治体につきましては、段階的

な対応や試行期間後に運用方法を見直すといった考えの下、試行期間を設けていると考えられま

す。 

当市におきましては、試行期間の有無にかかわらず、必要に応じて随時運用の見直しを行って

いきたいと考えておりますので、今回本格実施をする判断となりました。また、試行期間を設け

るかどうかにつきましては、検討事項の一つとして全グループと意見交換した際に、本格始動と

するか、試行期間するかということで意見交換をした際に、本格始動するということな意見にな

りましたので、そういった判断に至りました。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 続いて、この見直しが市民生活に与える影響、そして市としてどのような

配慮措置を講じるのかについて伺います。 

開庁時間の短縮は、行政内部の業務の進め方を見直すという側面を持つ一方で、市民の日常の

手続環境に直接影響を及ぼす変更となります。 

窓口を利用できる時間は、市民が行政と接点を持つ入口であり、その入口が狭くなることによ
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って、手続の遅れや相談の先送りが生じれば、結果として市民の不利益につながりかねません。

もちろん、市が説明するように、職員が勤務時間内で事務処理や情報共有を行えるようになり、

業務効率が上がること自体は理解できます。しかしながら、その効果が市民サービスの質の向上

として実施、実感できる形で現れるためには、窓口時間の短縮によって、生じる不便さをどのよ

うに把握し、どのように補うのかが重要になります。 

そこで、来庁実態の把握、影響が出やすい層への配慮、電話対応や待機環境の問題、そして代

替手段の位置づけを含め、順に確認をいたします。 

まず、今回の見直しにより、窓口を利用できなくなる時間帯に、実際にどれだけの市民が来庁

しているのか、その実態を伺います。 

今回のこの判断の根拠として、来庁者数の状況を上げている以上、対象となる時間帯の利用実

態及び短縮後に想定される影響をどのように整理しているのか重要になります。 

そこで、午前９時前及び午後４時以降に来庁している市民について、人数の規模はどの程度な

のか、また、その時間帯に行われている手続は、証明書の取得のような短時間で済むものが多い

のか。それとも、相談や申請など、一定の時間を要するものが含まれるのか。あわせて、年代別

の利用状況、特に高齢者の利用状況について、本市はどのように把握しているのか。さらに、開

庁時間を短縮することにより、来庁時間帯が開始直後や閉庁前に集中し、窓口の混雑や待ち時間

の増加が生じる可能性について、本市としてどのように認識しているのか、把握状況及び見解を

お示しください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） まず、来庁者調査といたしまして、年代別の調査を行っておりませ

んので高齢者の方が何名かというところはございませんが、人数といたしましては、８時半から

９時の間に１週間の調査に基づき、１日の来庁者数につきましてはおおよそ25名程度、また、４

時以降の来庁者数につきましてはおおよそ40名程度となります。そのうち、手続につきまして、

窓口を介さずに行える手続と窓口でないと必ずできない窓口の割合を把握させていただきました

ところ、おおよそ半数が窓口を通さず手続できるもので、半数の方が窓口でないと手続ができな

いといった結果がございました。 

また、運用開始後、開庁時間の短縮が周知浸透するまでは、しばらく混雑することが想定され

ますので、最初につきましては一時的に窓口の整理などを、職員を配置しながら行っていかなけ

ればいけないと考えております。 

また、現在の想定なんですが、市役所１階の混雑状況を市のホームページ上で把握することが

できるサービスなどの運用についても今導入に向けて検討を進めておりますので、そのようなこ

とを進めながら、最初の混雑をなるべく緩和できるようにしていきたいと考えております。よろ

しくお願いします。 
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〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、電話対応時間の短縮について伺います。 

窓口に来庁できない市民にとって、電話は重要な相談、確認手段です。電話対応についても同

様に短縮し、午後４時以降は電話交換手が対応し、閉庁した旨を伝えるとされております。電話

対応時間の短縮により、この市民からの問合せや相談対応への影響はどのように考えているのか、

本市の見解をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） 電話対応につきまして、現在も閉庁後であっても緊急であったり至

急の対応が必要なものにつきましては対応させていただいておりますので、窓口短縮した後でも

そういった対応は行わせていただきますので大きな影響はないかと思われますが、問合せの方法

といたしまして、電話以外にもメール等での問合せをいただくことが可能でございますので、そ

ちらを急ぎでないものはそういった問合せなどを活用していただくような周知をさせていただき

たいなと考えております。よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、開庁時間前の来庁者への対応について伺います。 

窓口時間を短縮されると、開庁時間前に来庁してます市民が一定程度出ることが想定されます。

特に高齢者等にとっては、夏や冬に屋外で待機することは身体的負担が大きく、健康面への配慮

が必要になります。先ほど答弁にもありましたけれども、受付順の公平性を確保する観点からも、

開庁前に来庁した市民への対応、これ大変重要になると思います。犬山市では、開庁前に担当部

署ごとの番号札を配布するなどの運用を行っている例も見られます。本市においても開庁前に来

庁した市民について、この受付順、これどのように整理をしていくのか、市としての、どのよう

に対応する方針なのか、お考えをお示しください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） 窓口外の順番につきましては、当市においてもそういった受付札な

どを用意するなどして、順番が守られるような対応を考えていきたいと思っております。また、

開庁前の待機場所といたしましては、チャレンジスペース、こちらは空調が効きますので、健康

管理の部分からそういったところも開放していきたいと考えております。よろしくお願いいたし

ます。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、来庁時間に制約がある市民への影響と、それに対する補完的措置に

ついて伺います。 

開庁時間が午後４時までとなれば、就労者にとっては仕事を早退しなければ、窓口に間に合わ

ない場面が増える可能性があります。また、子育て世帯についても、保育園や幼稚園のお迎えや



－68－ 

家事の時間と重なり、必要な手続や相談が先送りされることも想定されます。 

市は、こうした市民への影響をどのように認識しているのか。影響は限定的だと考えているの

か。それとも一定程度生じると見込んでいるのか。あわせて、市はコンビニ交付の利用促進を期

待される効果として示しておりますが、マイナンバーカード未取得者や窓口でしか対応できない

業務も一定数存在します。デジタルに不慣れな市民が取り残されないようにする観点も含め、窓

口時間短縮後においても、必要な手続を円滑に行える環境をどのように確保するのか。例えば、

曜日限定の時間延長や予約制の窓口、郵送手続の拡充など選択肢は幾つか考えられますが、本市

として何らかの補完的措置を検討しているのか、本市の考えをお示しください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） やはり今の確定申告の時期もございますし、年度末、年度開始など

の転出転入などが多い時期につきましては、やはり混雑することが想定されます。そういった場

合は、開庁時間を少し、現行のものにその間だけ少し戻すとかそういった対応についても、窓口

部署と運用について検討を進めていくところでございます。また、やはり４時以降じゃないと来

れないっていう方につきましては、やはり先ほど議員がおっしゃったとおり、予約対応を行うと

いった対応についても所管部署と検討を今進めているところでございますので、よろしくお願い

いたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、開庁時間短縮の実施後における検証及び見直しの考え方、そして市

民の声の反映の在り方について伺います。 

開庁時間の短縮は、行政内部の業務の進め方を見直すという側面を持つ一方で、市民が行政サ

ービスにアクセスできる時間帯そのものを変更するものです。したがって、この実施後にその効

果や影響をどのように把握し、必要に応じて見直す姿勢を持つのかという点は、行政運用の信頼

性を左右する重要な要素であると考えます。 

まず、実施後の検証及び見直しの考え方について伺います。 

市は、勤務時間内での事務処理の徹底や情報共有時間の確保により、市民サービスの質の向上

につなげると説明しています。しかし、その効果が実際にどのように表れているのかについては、

実施後の利用状況を適切に把握し、客観的に検証することが重要であると考えます。また、一方

で、来庁時間帯の集中や待ち時間の増加など、窓口運用面での影響が生じる可能性もあります。 

そこで、開庁時間短縮の実施後、その効果や課題について検証を行う考えはあるのか。行う場

合、来庁者数の推移や時間帯別の利用状況、混雑状況などをどのように把握し、どのような観点

から評価を行うのか。あわせて、検証の結果、市民サービスへの影響が認められた場合には、開

庁時間の運用そのものを見直す可能性はあるのか、あるいは部分的な運用改善にとどめるお考え

なのか、基本的な姿勢をお示しください。 
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〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） 短縮後における効果等の検証は必要と考えておりますが、検証方法

につきましては、窓口の混雑状況や来庁者数の変化などを想定しております。実際にどのような

形で把握していくかにつきましては、現在検討中でありますが、既に導入している自治体がいろ

んな検証方法を行っておりますので、そういった方法を参考にしていきたいと考えております。

また、検証結果により、やはり見直しの必要があるというような判断がある場合につきましては、

見直しにつきましても検討していきたいと考えております。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、市民の声の把握及び反映の在り方について伺います。 

開庁時間の短縮は、日常的に窓口を利用する市民にとって具体的な影響を伴う変更となります。

そのため、実施後に寄せられる意見や要望をどのように把握し、今後の運営に反映していくのか

が重要になります。 

そこで、開庁時間短縮に関する市民の意見や要望をどのように把握するのか。また、見直しを

求める声が一定程度継続的に寄せられた場合、再検討を行う考えがあるのか、本市の見解をお示

しください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） 皆さんから意見等を集める方法につきましては各部署にそういった

意見が特に寄せられると思いますので、各部署に寄せられた市民の方からの声が、また職員もい

ろんな考えがあると思いますので、職員からの意見などを秘書人事グループにおいて集約させて

いただきまして、その内容に応じて見直し、対応を行っていく必要があるというふうに考えてお

ります。 

こちらも先ほど申し上げましたが、既に県内でも多数の自治体が実施しておりますので、各市

の状況や事例などもその上で参考にしていきたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 開庁時間の短縮は、行政内部の業務体制を見直す取組であると同時に、市

民が行政サービスにアクセスできるこの時間帯そのものを変更するものであります。 

市は勤務時間内での業務完結や情報共有の充実により、市民サービスの質の向上につなげると

説明しています。その趣旨自体は理解するところではあります。しかしながら、窓口を利用でき

る時間は、市民にとって行政との入口であり、とりわけ就労者や子育て世帯、高齢者などにとっ

ては、具体的な生活時間と密接に関わる問題でもあります。したがって、本件は単なる業務効率

化の問題ではなく、市民にとって利用しやすい行政とは何かという観点から不断に検証されるべ

き課題であると考えます。実施後においては、来庁状況や混雑の実態を丁寧に把握するとともに、

市民から寄せられる意見や要望に真摯に向き合い、必要に応じて柔軟に見直す姿勢が求められま
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す。 

本市が市民サービスの向上という本来の目的を見失うことなく、開庁時間短縮の運用に当たる

ことを求め、次に移ります。 

では、最後に件名３、ＡＩオンデマンドバス「チョイソコたかはま」の更なる利便性向上につ

いてに移ります。 

チョイソコたかはまは、誰一人取り残さないという理念の下、本市における新たな移動手段と

して実証運行が開始されました。従来の定時定路線型とは異なるデマンド型交通として導入され

た本制度は、高齢者の外出支援のみならず、通院、買い物、地域活動など、市民生活の基盤を支

える役割を担う可能性を有しています。一方で、実証運行である以上、その目的は、単に運行を

継続することではなく、利用実態を丁寧に検証し、課題を明らかにした上で、本格運用に向けた

制度の在り方を明確にすることであります。また、移動手段の確保は、福祉政策、子育て支援、

地域経済活動とも密接に関係する横断的課題であり、公共交通体系全体の中での位置づけを明確

にする必要があります。 

そこで、実証運行の現状分析、利用機会の確保、そして、誰もが安心して利用できる制度とす

るための具体的取組について、順に確認をしていきます。 

初めに、実証運行を踏まえた今後の制度充実の方向性について伺います。 

チョイソコたかはまの評価は、登録者数だけでは計れません。実際にどの程度利用されている

のか、地域ごとの偏りはないのか、制度として定着しつつあるのかどうかを冷静に分析すること

が不可欠です。 

まず、会員登録者数及び利用実態の把握について伺います。 

実証運行の評価に当たっては、単に登録者数が増えているかどうかだけではなく、実際にどの

程度利用されているのかを正確に把握することが重要であると考えます。 

そこで、制度導入当初と現在とで会員登録者数はどのように維持しているのか。また、実際に

利用している人数はどの程度で推移しているのか。あわせて、実利用者１人当たりの月平均利用

回数をどのように算出し、把握しているのか。さらに、地域別の利用状況にばらつきはあるのか。

利用が少ない地域について本市はどのような分析を行っているのか。停留所の配置の問題なのか、

周知の在り方なのか、あるいは利用ニーズそのものの差なのか。以上、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） それでは、まず、チョイソコたかはまの利用状況でございます。 

令和８年１月末時点での登録者数は2,867人。うち、利用のあるアクティブ会員におきまして

は726人でございます。昨年９月末時点の登録者数2,750人と比較しますと、4.3％の増。アクテ

ィブ会員におきましては、661人から9.8％の増となっております。 

実証運行を開始した令和６年10月から令和８年１月末までの１年４か月間の延べ利用者数は、
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１万5,318人で１日当たりの利用者数は47.3人でございます。また、実利用者１人当たりの月平

均利用回数は4.28回でございます。いずれの数値も顕著に推移しております。 

次に、地区別の利用傾向についてでございます。 

令和８年１月末現在におきましては、利用者の住所地で見た場合、新田町、沢渡町、碧海町、

清水町、本郷町、稗田町の利用者が少ない状況でございます。現状では利用が少ない要因は分析

しておりませんが、利用が多い地域の要因を考えますと、利用の多い地域は青木町の利用者が最

も多く、次に春日町、二池町、八幡町、湯山町、論地町と続いておりますので、利用が多い要因

といたしまして考えられるのは、移動に困っている住民が多い地域であることが考えられます。

具体的には、公営住宅がある地域であるとか、比較的人口が多い地域といった要因が考えられま

す。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。  

〇12番（柴口征寛） 次に、サン・ビレッジ衣浦に設置されているこの市外停留所の利用状況に

ついて伺います。 

市外停留所を設けることは、利用目的の拡大や利便性向上につながる一方で、本市の公共交通

としてどのように位置づけていくのかという、この観点も重要であると考えます。 

そこで、サン・ビレッジ衣浦の利用状況がどうか、停留所のですね。あと、停留所の利用目的

や利用頻度について、どのような傾向が見られるのか。また、市外停留所を本市の公共交通体系

の中で、どのように位置づけているのか、今後の市外停留所の設置については、どのような考え

方の下で判断をしていくのか、本市の見解をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） 市外停留所の利用状況でございます。 

サン・ビレッジ衣浦の利用状況におきましては、令和６年10月から令和８年１月末までの実績

でお答えいたしますと、148回の11人、月9.25回の利用がありました。これは、全停留所の212か

所のうち50位という状況でございます。 

市外停留所といたしましては、現在、碧南市のサン・ビレッジ衣浦１か所のみでございます。

そのほか、市外へは市役所でいきいき号刈谷市コースに乗り継いで、刈谷豊田総合病院へ行ける

ほか、ボートレースチケットショップ高浜で碧南市のバスに乗り継ぐことが可能となっておりま

す。 

今後につきましてでございますが、徐々に利用が増加しておりますので、市内の利用状況を見

ながら、東西の市町との結節点を模索していくこととしておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

次の本市の地域公共交通におきましては、鉄道やタクシー、いきいき号があり、チョイソコた

かはま、それらを含めた地域公共交通の中の一つとして位置づけているところでございます。 
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本運行移行後も位置づけは変わらないものと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、先ほど公共交通体系の中での位置づけ、これは本格運用の方向性に

ついて確認すると先に言われたので、次に行かせていただきます。 

次に、（２）の利用機会の確保及び運用改善の可能性について伺います。 

デマンド型交通は利用したいときに利用できてこそ、その価値が発揮されます。予約が取れな

い、帰り便が確保できない、利用したい時間に運行していない、そうした状況が積み重なれば、

制度そのものへの信頼が低下するおそれがあります。実証運行である今こそ、利用機会が十分確

保されているのか、改善の余地はないのかを検証することが重要であると考えます。 

まず、希望時間帯に予約が取れなかった事例の把握について伺います。 

デマンド型交通では、予約不成立の状況をどのように把握しているかが運用改善の出発点とな

ると考えます。 

本市は、予約が取れなかった件数やその時間帯、地域的傾向などを把握しているのか。こうし

た実態をどのように分析し、今後の改善につなげていくのか、本市の把握状況及び対応の方向性

についてお示しください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） 予約が取れなかった事例などについてでございます。 

市、運営事業者、いずれも全ての事例を把握しているわけではございません。電話で予約をす

る場合は、コールセンターのオペレーターがお話をお聞きしますので、ある程度は把握が可能で

ございますが、スマートフォンなどでネット予約をされている場合におきましては、実際に予約

された時間が希望時間であったのか、そうでなかったのか、現時点では把握のしようがございま

せんので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、土日祝日の運行について伺います。 

現在は平日のみの運行となっておりますが、市民生活はこの平日のみで完結するものではあり

ません。買物や通院、地域活動など、休日にも移動需要は存在します。 

本市では、選挙期間中の土日に臨時運行を実施しましたが、その際の利用状況はどうであった

のか、その実績をどのように評価しているのか。また、工場が通常稼働し、学校が休みとなるこ

の祝日については、子供の移動手段の確保という観点からも検討が必要ではないかと考えます。

土日祝日の運行拡大について、本市としてどのように考えているのか、今後の方向性をお示しく

ださい。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） チョイソコを運行する曜日につきましては、タクシーの利用や



－73－ 

当時のいきいき号土曜日コースの利用状況等を考慮し、平日の限られた時間に設定した経緯がご

ざいます。現時点では、選挙期間中の臨時運行を除き、土日祝日運行の考えはありません。 

なお、衆議院議員選挙投票日当日のチョイソコたかはまの利用におきましては３件で、期日前

投票期間の利用は10件でございました。 

次に、子供がチョイソコたかはまを利用して祝日に移動する必要性についてでございます。 

アンケートなどからも、現時点では必要性を感じておりません。 

なお、子供の利用につきましては、本年４月より共通チケットの使用対象者に小学生を加える

ことで、高齢者などと同様に100円券15枚の1,500円分を1,000円で使用できるようにしてまいり

ます。共通チケットでは、チョイソコたかはま、いきいき号刈谷市コース、市内タクシーが利用

いただけますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 先ほどの御答弁で、共通チケットの購入対象者に小学生を加えるというお

話がありました。これは、本年４月から。このあたりの周知というのはどのようにされているの

か、お願いします。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ（都築真哉） 共通チケットの利用対象の拡大につきましては、チョイソコ通信や

市ホームページ、広報等でお知らせをしてまいります。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、運行時間の拡大について伺います。 

現在の運行時間は午後４時30分までとなっておりますが、例えば、この午後の診療後の利用や

仕事帰りの移動などに十分対応できているのかという点が課題ではないかと考えます。午後６時

頃まで運行時間を拡大することができれば、通院の選択肢や生活上の利用機会が広がる可能性も

あります。 

実証運行を通じて、現在の運行時間をどのように評価しているのか。また、午後６時頃までの

この時間拡大について検討する考えがあるのか、本市の見解をお示しください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） チョイソコたかはまの運行時間におきましては、タクシーへの

影響や運転手の労働条件、市の財源などを勘案して、午後４時半までと設定しているところでご

ざいます。現時点で運行時間を拡大する考えはありませんので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、運行台数の見直しの可能性について伺います。 

予約が集中する時間帯において、予約不成立が生じているとすれば、その一因として運行台数

が需要に見合っていない可能性も考えられます。実証運行の中で、現在の運行台数が利用実態に
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対して適切であるとどのように判断しているのか。また、この需要の状況を踏まえ、時間帯別の

増車や体制の見直しを検討する考えはあるのか。供給体制の適正化という観点から本市の見解を

お示しください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） 運行台数についてでございます。 

運行台数におきましては、運行事業者の運行体制や市の財政状況等を踏まえ決定しており、現

在の２台を増やす考えはございませんので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、運賃支払方法の多様化への対応について伺います。 

近年、日常の買物や公共交通の利用においても現金に限らず、キャッシュレス決済やオンライ

ンでの事前決済など多様な支払方法が広がっています。こうした利便性の向上は、特に若い世代

にとって利用のしやすさにつながる要素であると考えます。チョイソコたかはまにおいても、予

約から支払いまでをより円滑に行える仕組みを整えることがこの利用拡大につながるのではない

かと考えますが、本市は支払方法の多様化についてどのような方向性で検討しているのか、利用

促進の観点も含めてお答えください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） キャッシュレス決済についてでございますが、キャッシュレス

決済は、利便性を高める取組の検討課題の中の一つとして認識しておりますが、導入には初期投

資が必要となることから、現時点で具体的な検討はしておりませんので、よろしくお願いいたし

ます。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） 次に、運賃支払方法の多様化への対応について伺います。 

近年、日常の買物や公共交通の利用においても、現金に限らずキャッシュレス決済やオンライ

ンでの事前決済など多様な支払方法が広がっております。こうした利便性の向上、これ特に若い

世代にとって利用のしやすさにつながる要素であると考えます。チョイソコたかはまにおいても、

予約から支払いまでをより円滑に行える仕組みを整えることが、この利用拡大につながるのでは

ないかと考えますが、この支払方法の多様化についてのお考えをお示しください。 

失礼いたしました。すいません。失礼しました。 

〇議長（神谷直子） 大丈夫ですか。 

〇12番（柴口征寛） 大丈夫です。 

最後に、（３）の誰もが安心して利用できる公共交通とするための取組について伺います。 

チョイソコたかはま、これは誰一人取り残さないという理念の下に導入された制度です。した

がって、単に利用者数の増減を見るだけでなく、利用が伸びていない層への対応、情報提供の分
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かりやすさ、プライバシーへの配慮、そして、移動支援施策全体の中での位置づけなど、多角的

な視点から検証することが重要であると考えます。 

まず、現時点で利用が伸びていない層や利用が難しいと感じている層をどのように把握してい

るのか伺います。 

登録はしているが利用していない層、予約方法に不安を感じている層、移動そのものを控えて

いる層など、様々な可能性が考えられます。 

本市は、そうした層の実態をどのように分析しているのか。また、改善策をどのように講じて

いく考えか、お考えをお示しください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

柴口議員、残り３分です。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） 本市のチョイソコたかはまの誰一人取り残さないという考えで

ございますが、御自分でまたは保護者もしくは介護者の補助により予約ができ、停留所への移動

及び車両への乗降ができる方を会員の対象としているという前提の中で、市内のどこからでも利

用できる移動手段ということでございます。したがいまして、停留所から半径200メートル以内

で、停留所圏域、カバー率100％を目指し、誰もが200メートル以内に設置された停留所を利用で

きるようにすることを目指すものでございます。 

停留所の増設等によりまして、現在のカバー率は98％となっております。 

御質問の利用が伸びてない層ということでございますが、我々といたしましても、移動に困っ

てない層と理解しております。また、利用が難しい層ということでございますが、高齢者や障害

のある方などと理解しておりますが、特に高齢の方々は経済環境グループの窓口におきまして御

相談に来られておりますので、利用登録や利用方法などを時間をかけて丁寧に説明させていただ

いております。電話予約の際におきましては、コールセンターでもオペレーターが丁寧にお話を

お聞きし説明をしておりますので、昨年実施したアンケートの満足度も高い結果となっておりま

す。加えまして、利用負担軽減のため共通チケットを利用していただいておりますので、よろし

くお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

１分です、残り。 

〇12番（柴口征寛） 次に、利用者のプライバシー配慮について伺います。 

運転席横のモニターに利用者名が表示される運用について、自分の名前がほかの利用者から見

られることに抵抗感を持つ方もいるのではないかと考えます。安心して利用できる環境づくりと

いう観点から、その表示方法についての改善や工夫を検討すべきではないかと考えますが、本市

としてこれどのように認識をして、さらに見直しを行う考えがあるのか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 
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〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） 御質問の運転手横のモニターの利用者名が表示されることにつ

いてでございますが、こちらは既にお声をいただいておりますので、運営事業者とも協議してお

ります。対応といたしましては、偏光板の設置により、利用者から見えないようにするなどを検

討しておりますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 12番、柴口議員。 

〇12番（柴口征寛） あと停留所の分かりやすさについてなんですが、今、予約画面上にはピン

がつけられています。これおおよその位置は把握できるんですが、実際にどこかって直感的に理

解はしにくい状況です。例えば、停留所の写真を掲載したり、地図上に具体的な施設名を表示す

るとか、分かりやすいこの情報提供を充実していく検討はあるのかどうか、お考えをお示しくだ

さい。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ主幹（神谷英司） 停留所の場所についてでございます。 

ウェブ予約画面では写真掲載まではしておりませんが、ウェブ予約の際は、操作によって地図

情報アプリの画面も表示され、詳細な場所を確認できるようになっております。また、電話予約

の際は、コールセンターのオペレーターが地図情報、アプリの写真情報を参照しながら、近くの

分かりやすい目標物を… 

〇議長（神谷直子） 時間切れです。 

暫時休憩いたします。再開は11時20分。 

午前11時11分休憩 

──────────────────────────────────────── 

午前11時20分再開 

〇議長（神谷直子） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、７番、福岡里香議員。一つ、伝わる情報発信のあり方について、一つ、市営住宅制度の

公平性と持続可能な運営について、一つ、パーキングパーミット制度について、以上３問につい

ての質問を許します。 

 ７番、福岡里香議員。 

〇７番（福岡里香） 議長のお許しをいただきましたので、通告に従い、一問一答方式で一般質

問をさせていただきます。 

初めに、伝わる情報発信のあり方について。 

高浜市では、公式ホームページや公式ＬＩＮＥ、そして2026年１月から開始されたシティプロ

モーション特設サイト「かわらんど」など、デジタルを活用した情報発信に取り組まれています。

デジタル環境が日常生活の一部となっている現在、こうした取組は大変重要であると感じており

ます。一方で、市民や事業者の方からはどのくらい見られているのか分かりにくい、どこから見
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ればよいのか迷うことがある、といった声も伺っています。また、前回の一般質問後に、市民の

方からＬＩＮＥをもっと戦略的に活用できないのか、命を守る仕組みとして本気で普及を考える

べきではないか、との御意見をいただきました。 

公式ＬＩＮＥを単なる情報発信の手段としてではなく、災害時にも日常の危険にも対応できる

情報インフラとして位置づけた場合、どのような戦略が必要かという点をまずお伺いし、その上

で市全体のデジタル情報発信の在り方について、順にお聞きしてまいります。 

初めに、公式ＬＩＮＥの活用について。 

前回の一般質問の答弁では、受信設定を行っている登録者数は、市内6,129名、市外2,762名と

のことでした。この登録規模について、市としてどのように受け止めているのかをお聞かせくだ

さい。また、地震や風水害などの緊急時において、情報伝達の手段の一つとしてどの程度の役割

を果たしていると認識しているのか、現在の評価と今後の方向性をお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ主幹（原田 優） 現在、受信設定者数は約8,900名、登録者は３万7,000名という

ことで、受信設定に関しては24％ぐらいの方が受信設定をしているというところでございます。

必要な情報を必要な方に確実に届くようにという点でございましては、もっと受信設定をしてい

ただく必要があると考えております。 

緊急時においても、情報伝達の手段としては非常に有効かつ効果的な手段の一つであると考え

ておりまして、今後も活用してまいりたいと思っております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、公式ＬＩＮＥを命を守る情報インフラと位置づけるのであれば、普

及は努力目標ではなく、一定の到達目標が必要ではないかと考えます。国内では、ＬＩＮＥの利

用率が約８割に達しているとされる中で、高浜市としても、例えば、成人人口の約50％を目安と

する登録目標を設定するなど、段階的に取り組む考えはあるかどうか、お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ主幹（原田 優） 高浜市広報戦略においては、令和９年度末までに登録者数を３

万人にするという数値目標を掲げておりましたが、現在もう達成をしている状況でございます。

さらなる目標値につきましては今後設定していくことになりますけども、今言われたような点も

考慮しながら設定をし、目標達成に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 現在、重要な防災情報は手動で配信しているとのことですが、災害時には

できるだけ早く正確な情報が届くことが重要です。震度速報や熱中症警戒アラートなど、命に関

わる情報について、自動連携や自動通知の導入について検討の余地があるのか、危機管理の観点

から市の見解をお聞かせください。 
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あわせて、防災メールを活用して情報提供を行っているとの御答弁もありましたが、ＬＩＮＥ

においても同様の情報提供を行うことで、より多くの方に情報が届く可能性があるのではないか

と考えますが、市のお考えをお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ主幹（原田 優） まず、本市におきましては、熱中症特別警戒アラートが発出さ

れた場合には、既に自動で公式ＬＩＮＥでも通知される設定となっております。自動配信につき

ましては、確かに便利な機能であるとは考えておりますが、頻繁にであったり、連続して配信を

されることが想定される情報につきましては、自動配信で情報が送られることによって、情報の

受け手側からすると煩わしいと感じてしまう方も多いというのが実態でございます。 

自動配信する情報を取捨選択し、検討、活用してまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、交通事故の背景には、実際の事故に至る前の危なかったという体験、

いわゆる「ヒヤリハット」が存在する場合もあると考えます。公式ＬＩＮＥを活用して、市民か

ら危険箇所の情報を受け付け、それを地図化や注意喚起に活用する仕組みについて、市として検

討する余地があるのかお聞きします。また、こうした情報を蓄積、分析し、事故予防に役立てて

いく取組についてどのようにお考えか、お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市政策部長。 

〇都市政策部長（杉浦睦彦） 交通安全の関係でございますが、毎年、警察、学校経営いわゆる

教育部門、土木、道路管理者、防災防犯グループいわゆる交通安全を所管するところ、通学路点

検を実施しておりまして、そういった児童生徒が安全に登校できるような、そういったものに対

して対応しているところでございます。 

カーブミラーについては、市民から御要望等があった場合、これ現地調査をして必要な箇所に

ついては、それに対応している状況でございますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、市全体のデジタル情報発信のあり方について。 

公式ホームページ、公式ＬＩＮＥ、そしてシティプロモーション特設サイト「かわらんど」に

ついて、市として現在把握している利用状況の概要をお示しください。また、閲覧数や登録者数

などの数値をどのように把握し、どのように評価しているのかをお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ主幹（原田 優） まず、市公式ホームページにつきましては、令和７年度の利用

実績といたしましては、閲覧件数の月の平均が約６万件、トップページを訪れた方は月平均が約

9,000件となっております。 

次に、市公式ＬＩＮＥにつきましては、令和８年１月末日時点で、友達登録数が３万7,203人、
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ブロック者数が１万3,022人となっております。また、「かわらんど」につきましては、第三者

への開示共有ができない契約となっており、利用状況をお答えすることができませんので、よろ

しくお願いいたします。また、評価につきましては、公式ホームページ及び市公式ＬＩＮＥにつ

きましては、利用者数が横ばい傾向のため、もっと増やしていきたいと考えております。また、

「かわらんど」につきましては、スタートしたばかりのため何とも言えませんけども、初動の動

きといたしましては、ほかの導入自治体と同じぐらいとお聞きしておりますので、よろしくお願

いいたします。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、「かわらんど」における広告掲載について広告を掲載している企業

にとっては、その効果が一定程度把握できることが重要ではないかと考えます。閲覧状況などを

把握、共有する仕組みが今はないとお伺いしましたが、今後どのように改善を図っていくのか、

お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ主幹（原田 優） 先ほどお伝えさせていただいたとおり、市からその情報を企業

様にお伝えするとか、そういったことが契約上できなくなっておりますので。しかしながら、広

告企業様といたしましては、その効果を把握できなければ広告を掲載すべきかどうかの判断がで

きないということもあると思いますので、こうした声が出ているということをサイトを管理して

いる事業者にお伝えしていきたいと思っております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） ぜひ、よろしくお願いいたします。 

次に、広告を掲載している企業の方から、アプリだと思ったらウェブサイトだったとの声を伺

っております。さらに、アプリであれば、新しい情報が掲載された際に通知が届くが、ウェブサ

イトは自分から開かないと更新に気づきにくいとの御意見もありました。 

現在、公式ＬＩＮＥのメニューからタップすることで、「かわらんど」へ接続できる仕組みに

なっていると承知しています。しかし、この仕組みは利用者が自らタップして初めて情報にたど

り着くものであり、新着情報が自動的に通知される形ではありません。 

現在のウェブ形式とした理由とともに、新着情報により気づきやすくなる仕組みについて、ど

のように検討されているのか、市の見解をお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ主幹（原田 優） まず、ウェブ形式としたという理由ということでございますが、

もともと事業者から提案のあったものがウェブ形式ということで、市がウェブ形式とアプリをど

ちらかということを選択したということはございません。ＬＩＮＥもそうですが、頻繁に新着通

知が来ることを好まない方が多く、頻繁に新着通知が届くことで、かえってブロックをしたり利
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用をやめてしまう方が多い状況であるため、現時点では新着情報通知機能サイトを管理する事業

所に要望するということは考えておりません。 

「かわらんど」につきましては、市民、事業者、行政と非常に多くの方が投稿するサイトとな

っておりまして、頻繁に新着情報が掲載されております。１日１回はそのサイトを見ていただく

など、そういった見ることが楽しみになるような運営、ＰＲに努めてまいりたいと思っておりま

す。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、公式ＬＩＮＥ内にある「かわらんど」への接続画面について、今後

も継続して表示し続ける方針なのか、それとも一定期間ごとに効果を検証し、見直しを行う可能

性があるのかについてお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ主幹（原田 優） 現時点での考え方といたしましては、今後も継続して表示し続

けたいと思っております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、公式ホームページ、公式ＬＩＮＥ、そして「かわらんど」をどのよ

うに連動させ、全体としてより伝わる仕組みへと発展させていくのかという点について、市のお

考えをお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ主幹（原田 優） 市公式ホームページを行政情報のプラットフォームと位置づけ

まして、そこに誘導する手段としての市公式ＬＩＮＥでありまして、そして「かわらんど」とい

うような考え方になります。また、高浜市に関する情報は、行政からだけの情報だけではござい

ません。市の情報発信媒体には掲載できない情報も多くございますので、市の情報発信媒体では

掲載できない情報を、「かわらんど」を活用してオール高浜の情報のプラットフォームとして運

用していくものと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） ありがとうございました。 

デジタル情報発信は、単に情報を出すことが目的ではなく、その情報が必要な人に届き、行動

につながり、安心や安全につながっているかどうかが重要であると考えます。特に、災害時や事

故予防といった命に関わる場面では発信しているという事実だけではなく、確実に伝わる仕組み

であることが求められます。その中で、高浜市公式ＬＩＮＥは単なる情報の手段ではなく、災害

時にも日常においても、市民の命を守る情報インフラになり得る存在であると考えます。そのた

めには、具体的な目標数値や達成基準を明確にし、段階的な計画を立てること、そして、登録し

たいと思えるメリットを設計することが不可欠です。 
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高浜市公式ＬＩＮＥが、市民にとってなくてはならない存在へと育っていくことを期待してお

ります。今後も危機管理と市民サービスの両面から前向きに取り組んでいただくことをお願いし、

次の質問に移らせていただきます。 

次に、市営住宅制度の公平性と持続可能な運営について。 

市営住宅は、住宅に困窮する市民の生活を支える重要な制度であり、とりわけ高齢者や障害の

ある方など、住宅確保に配慮を要する世帯にとっては、日々の暮らしの安心と直結する生活基盤

です。抽せん制度は、公平性を担保するために必要な仕組みであり、私もその原則を否定するも

のではありません。しかし、公平であることと、誰もが納得できる制度であることは必ずしも同

じではありません。 

先日、抽せん会に来られていた足の悪い高齢者の方が抽せんに外れた際、同じ会場にいた市民

の方から「年寄りはどうでもいいんだよな」とつぶやかれていたというお話を伺いました。 

制度は平等であっても、そのような言葉が聞かれる状況があるとすれば、私たちは制度の在り

方や説明の仕方をもう一度見直す必要があるのではないでしょうか。さらに、市営住宅は家賃収

入を基本としながらも維持管理や整備の一部には公費が充てられている制度でもあります。その

意味では、抽せんの公平性とともに、家賃滞納の問題もまた制度全体の信頼性や持続可能性に関

わる重要な課題であると考えます。 

そこで、今回は抽せん制度の運用と家賃滞納の実態と財政への影響の両面から、市営住宅制度

の公平性について伺ってまいります。 

初めに、抽せん制度の運用について。 

本市の市営住宅において、入居希望者が多数となった場合の抽せんはどのような方式で実施し

ているのか。住戸ごとの抽せん方法はどうなっているのか。当選者及び次点当選者はどのように

決定しているのか。抽せん会への欠席や遅刻があった場合の取扱いはどうなっているのかについ

て、具体的な説明をお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 本市での入居希望者が多数となった場合の抽せんですが、まず入居

申込みは１世帯１住戸のみとなり、複数の住戸に申し込むことはできません。また、募集した住

戸ごとに公開抽せんを行います。 

なお、条例に基づき、市内に住所を有し、または市内で勤務する者、以降、市内在住在勤と略

しますが、あるときは、市内在勤在住者を対象とする公開抽せんを行っております。 

それでは、具体的な抽せん方法についてお答えいたします。 

抽せんは２段階で行い、抽せん棒によるくじ引きで当選者及び次点当選者を決定しております。 

最初に、当選者、次点者を決定する抽せん棒を引く順番を決めるための抽せんを行います。こ

の抽せんは申込受付番号順に本人に抽せん棒を引いていただきます。 
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次に、当選、次点と書かれた抽せん棒を引いた方をそれぞれ当選者、次点当選者に決定してお

ります。 

なお、抽せん会へ欠席した方、遅刻した方は辞退とみなしております。ただし、本人が出席で

きない場合、代理出席を可としております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、直近３回の抽せん会について、それぞれの会ごとの参加者数をお聞

かせください。また、抽せん会の状況について、市民の方から外国籍の方の参加が目立つとの声

を伺っております。実態把握のため、日本人及び外国籍市民それぞれの参加人数もお聞かせくだ

さい。あわせて、本市の各市営住宅における外国籍市民の入居件数及び全体に占める割合につい

てもお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 直近３回の抽せん会における参加人数といたしまして、令和８年１

月14日抽せん会では３戸募集しており、湯山住宅１階住戸に対し、参加者14人、東海住宅１階住

戸に対し、参加者５人、稗田住宅２階住戸に対し、参加者７人。令和７年11月14日の抽せん会で

は３戸募集しており、湯山住宅３階住戸に対し、参加者18人、東海住宅１階住戸に対し、参加者

８人、東海住宅３階住戸に対し、参加者３人。令和７年２月14日の抽せん会では３戸募集してお

り、湯山住宅１階住戸に対し、参加者22人、東海住宅１階住戸に対し、参加者４人、東海住宅３

階住戸に対し、参加者２人となっております。 

なお、入居要件として、国籍は問いませんので回答については控えさせていただきます。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 外国籍の方も把握はしているけど、答えられないということでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 入居申込みにおいて国籍等も記入しておりますので、把握のほうは

しております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） それがお答えできない理由を述べてください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 先ほども申しさせていただきましたように、市営住宅につきまして

は、住居困難な方、所得の低い方等を対象にしており、国籍については、特に問題というか、国

籍については特別な要件としてはありませんので、それについてちょっとお答えは控えさせてい

ただきたいと思います。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 一応、市民の方から外国籍の方の参加は目立つということを伺って、私は
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実態把握のためにお伺いしているのですが、それでも駄目でしょうか。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 外国籍の方が多いとか日本国籍の方が多いということに対して、そ

れについてちょっとお答えのほうは控えさせていただきたいという回答でございます。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） じゃあ、次に行きます。 

稗田住宅においては、１階両端住戸が障害者優先として運用されていると承知しています。こ

れは重要な配慮であり、評価いたします。しかし、本市のホームページに掲載されている市営住

宅入居に関する案内及び入居申込案内書のＰＤＦを確認したところ、一般の１階住戸について、

障害者を優先対象とする旨の明確な記載はありませんでした。制度として配慮が存在していても、

入居案内等に明記されていなければ、市民には見えにくく、十分に伝わらない可能性があります。

優先枠を明文化することは、市民の安心感や納得感につながると考えますが、市の見解をお聞か

せください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 稗田住宅の１階両端の住戸は車いすでも利用できる住戸となってお

ります。その住戸が、今後、退去等によって募集可能となった場合には、車いす利用者向けであ

ることを明記し、日常的に車いすを利用している身体障害者等を対象に募集をしてまいります。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 既存住戸を活用する中で、優先枠を設けることは、新たな整備を伴わずと

も可能と考えます。本市においても、稗田住宅の取組を基礎としながら、一般の１階住戸につい

て優先枠を明文化し、対象を高齢者世帯にも拡充することについて検討するお考えはないか、お

聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 優先枠の考え方につきましては、公営住宅に係る優先入居の取扱い

として国土交通省より通知があり、優先入居の対象世帯等といたしまして、１高齢者世帯、２障

害者世帯、３著しく所得の低い世帯、４母子世帯・父子世帯、５小さな子供のいる世帯や多子世

帯等住宅困窮度の高い子育て世帯、６ＤＶ被害者世帯、７犯罪被害により従前の住居に居住する

ことが困難となった世帯、８中国残留邦人等世帯とされており、現状、市営住宅への入居希望者

の大半の方が該当するものとなります。また、本市の市営住宅の間取りは、１階住戸を含め、全

てが３ＤＫとなっており、先ほど述べた優先入居の対象世帯等の多くの方が低層階を希望するこ

とが推測され、特定の世帯を優先することにより不公平感が生じることから、これまで優先枠を

設けておりませんでした。 

なお、高齢者や障害者などに対する優先枠の導入について、今後、県や近隣市の状況を調査し
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てまいります。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 今おっしゃられた中でも階段昇降が困難な世帯への配慮は、生活の安全性

に直結する問題でもありますが、優先枠を全面化するのではなく、限定的な運用により、全体の

バランスを図ることは可能ではないかとも考えますが、市のお考えをお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 足の悪い方等の配慮というのもあるかと思いますが、その辺につき

ましても、先ほど申し上げたとおり、県や近隣市の状況を調査してまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 検討のほうをしっかりよろしくお願いいたします。 

高浜市の市営住宅においては、退去後の修繕が完了せず、空き住戸のままとなっている住戸が

あると承知しております。現在、全140戸のうち、空き住戸となっている住戸数は何戸あるのか。

その中に１階住戸は何戸あるのか、お聞かせください。また、住戸数が限られていることを理由

に、優先枠の設定が困難であるとの整理であるならば、まずは退去後の修繕が進まず、空き住戸

となっている現状を改善し、供給可能な戸数を確保することが先決ではないかと考えますが、市

のお考えをお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 退去後、空き室となっている住戸について、令和８年２月20日現在、

26戸ございます。 

なお、１階は６戸となっております。ただし、２月16日から２月27日の期間に４月１日入居予

定の４戸の入居募集をしており、そのうち２戸が１階となっております。 

なお、多くの住戸を提供できるよう、修繕等を実施しております。具体的には、入居期間も短

く比較的安価に修繕が実施できるものは退去した当該年度に修繕を行うとともに、長期入居によ

り経年劣化の著しいものなど、修繕費が高価となるものは翌年度以降、計画的修繕を行うなどし

て、空き室の改修に努めております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） この１階に６戸あるというのは、これはどれぐらい前からのものなんでし

ょうか。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） １階の６戸につきましては、入退去等によって空き室になっている

部屋等もございますので、特にいつからというのが、ちょっと今すぐに資料はございませんが、

長期のものはあるかもしれませんが、短期のものもございます。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 
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〇７番（福岡里香） この６戸の修繕はまだ検討されていないということでしょうか、予定は。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 先ほど申しましたように、今６戸ありますが、そのうち２戸につき

ましては４月１日入居を予定をしておりますので、４月１日以降は一応４戸という形になります。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、稗田住宅における障害者優先枠はどのような基準に基づいて設定、

運用されているのか、お聞かせください。あわせて、聴覚障害、内部障害、精神障害など、階段

昇降に直接的な影響がない障害についても優先枠の対象としているのか、その判断基準について

もお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 平成２年１月15日の広報において、入居者募集として、障害者用の

募集を行っております。当時の抽せん方法については、記録が残っていないため不明ですが、玄

関までスロープを配置し、風呂やトイレなどに手すりを設置するとともに、廊下などは車いすで

も移動可能な幅としていることから、障害者でも車いすによる生活の方を優先したものと考えら

れます。 

車いすの利用者の方は、スロープの配置や手すりの設置、車いすが移動可能な幅の確保が必要

となります。これらの機能を有する住戸は稗田住宅の１階両端２戸のみとなっておりますので、

このことから、車いすの利用者を優先しております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） ということは、聴覚障害とか、内部障害、精神障害のある階段昇降に問題

のない方は入居できないということでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 入居できないというか、車椅子でなければ生活できない方を優先し

て募集をかけたいという考えでございます。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、現在、本市では抽せん会への出席が前提となっており、欠席した場

合は辞退扱いとなっています。しかし、安城市では抽せん会を欠席しても、職員等に抽せんを一

任したものとして扱い、欠席が当落に影響しない方式を採用しています。抽せんの公平性を維持

しながらも、高齢者や障害者、勤務制約のある方への配慮を両立させている事例であると考えま

す。 

本市においても、抽せん会欠席を直ちに辞退扱いとせず、抽せんを市に一任する方式へ見直す

ことについて、検討するお考えはないかお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 
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〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 本市の場合は、本人が出席できないことも想定し、代理の方が抽せ

ん会へ参加できることとしております。現状では抽せんを市に一任する方式へ見直すことは考え

ておりません。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、抽せん制度では、長期間にわたり当選できない世帯が固定化する可

能性があります。刈谷市では、多数回落選者に対して、抽せん番号を複数付与する制度を設け、

当選確率を一定程度高める工夫を行っています。抽せんのランダム性を維持しながら、長期困窮

世帯への配慮を制度化した取組と評価できます。 

本市においても、一定回数以上落選した世帯に対し、抽せん確率を加算する制度の導入につい

て検討するお考えはないかお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） まず、市営住宅に入居できる方は、いずれも住宅の困窮度が高い方

であり、その困窮度合いを測ることは難しいものがあります。そのため、入居者決定に当たって

は、公平性を保つ上で条件を平等にする必要があります。このことから、多数回落選による長期

住宅困窮世帯に対する抽せん確率加算制度の導入については考えておりません。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 全ての方が長期困窮世帯というのは把握をしてるんですけれども、なので、

別にみんな平等な上で多数回落選されてる方に対しての、何て言うんですか、抽せん確率を加算

する制度は導入する考えはないかと。別に平等です。回数、回数のこと言ってます。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 多回数落選者の導入につきまして、刈谷市さんのほうが行っている

という部分は承知しております。ただ、近隣市の状況といたしましてもこれを運用しているとこ

ろは刈谷市のみというふうに聞いております。愛知県も同様となっております。ですので、市と

しましては、その市営住宅に入居される方、住宅に困窮されている方っていうのは平等だという

判断の下で、そこでもって多回数落選になったとしても平等に取り扱うという考えでございます。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、抽せん方法や欠席時の扱い、優先措置などの有無などが十分に理解

されていなければ、制度への不信感につながる可能性があります。 

本市においても、抽せんの流れ、次点者の扱い、繰上げの仕組み、１階住戸の取扱い、欠席時

の取扱いなどを募集要項や案内文でより分かりやすく整理し、明確に示す工夫を行う考えはない

かお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 現状において、入居の相談や入居申込み、抽せん会時において御説
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明をしておりますが、他市や県の状況等について調査し、市の公式ホームページや募集案内のパ

ンフレットなど、より分かりやすくするよう努めてまいります。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、家賃滞納の実態と財政への影響について。 

本市の市営住宅における家賃滞納について、直近の滞納世帯数及び滞納合計金額をお示しくだ

さい。その上で、実態把握及び適切な支援策の検討のため、滞納世帯の国籍別内訳を把握してい

るのか、お聞かせください。把握している場合は、日本人世帯及び外国籍市民世帯それぞれの滞

納世帯数と滞納金額、また、過去数年間の推移について市の見解をお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 現在入居中の滞納状況といたしまして、２月20日現在では滞納者15

人、滞納総額は、過年度も含め、358万5,000円となっております。 

現年度家賃の滞納状況の推移といたしまして、直近３か年の未収額及び未収納率で申しますと、

令和４年度では46万9,400円、1.6％、令和５年度では66万2,600円、2.2％、令和６年度では118

万4,600円、4.0％となっており、若干は増加しております。 

滞納者の日本国籍、外国籍別の人数について把握はしておりますが、その内訳についての回答

は控えさせていただきたいと思います。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 本質問は、排除や不利益を目的とするものではなく、実態把握と支援策検

討のための基礎資料を求めるものなので、集計済みの客観データの提示がそういうふうに答えら

れないというふうに該当するか、ちょっと考えられないんですけど、どのようにお考えなのか、

具体的な根拠をお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 滞納者がどれだけいて、しかも国籍、国別、国外、日本国籍外の方

っていう偏見で見られるおそれがあることから、日本国籍、外国籍の内訳については、この場で

は控えさせていただきたいというふうに考えております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 過去３か年で結構、令和６年度が増えているんですけど、これに対して何

か検討されていることがあればお答えください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 金額の増減等ある中で、個々の家賃の状況ですとか、収入状況によ

って家賃が変動しておりますので、それによって増減というのが出ているというふうには把握は

しております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 
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〇７番（福岡里香） ただいま示された滞納件数及び滞納合計金額を踏まえ、本市としてどのよ

うな滞納整理体制を取っているのか、分納相談や納付指導の状況、法的措置の実施状況を含めた

現状と今後の対応方針について市の見解をお聞かせください。また、どのような基準により、法

的措置や契約解除、いわゆる明渡し請求などの対応を判断しているのか、その運用基準について

お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 滞納整理体制といたしまして、高浜市営住宅等家賃滞納整理事務処

理要綱を定めております。この要綱に基づき、滞納者に対し、電話、文書、臨戸訪問等により、

家賃滞納の長期化が住宅の明渡しにつながることを十分に説明し、納付を促し、納付の約束をさ

せます。さらに、納付約束の不履行を繰り返す滞納者で、納付の意思または事実が認められない

滞納者については、その連帯保証人に納付指導を依頼します。 

市職員による納付指導において、一括納付が困難であると認められるものについては、納付確

約書を提出させ、分割納付計画による分割納付を認めることができます。 

なお、再三の納付指導にもかかわらず、法的措置によらなければ納付が期待できないと判断さ

れるものは、法的措置候補者として選定します。最終的には法的措置として、調停明渡し訴訟及

び強制執行となります。ただし、入居者または同居親族が疾病、傷害等で長期間の治療を要し、

そのため、多額の出費を余儀なくされ、家賃の支払が困難と認められる者など、特に生活に困窮

している期間については、法的措置の対象から除外をしております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、家賃滞納の背景には、失業や収入減少、病気など、生活困窮が原因

となっているケースもあると考えられます。本市では、滞納者に対し、生活困窮者自立支援制度

や福祉部門との連携をどのように図っているのか。回収の実効性と福祉的配慮との両立について、

市の見解をお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 生活困窮者自立支援制度や福祉部門との連携といたしまして、滞納

者との面談時において、収入等の状況や事情等を聞き取り、生活困窮者自立支援制度や生活保護

制度について紹介し、福祉部局への相談を促すなど行っております。また、生活保護世帯におけ

る住宅扶助の代理納付制度により、家賃の滞納防止などを図っております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、滞納対策を実効性のあるものとするためには、滞納世帯の実態把握

が重要と考えます。本市では、滞納世帯の属性、例えば高齢者世帯、単身世帯、外国人世帯など

の状況を把握しているのか。また、その傾向をどのように分析し、対策に反映しているのか、市

の見解をお聞かせください。 
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〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 家賃の算定及び減免等の措置を講ずるため、毎年度、入居する世帯

全員の収入、世帯構成、年齢、障害の有無などを把握しております。 

滞納者の傾向につきましては、特定の世帯構成や年齢層に限られておらず、著しく所得の低い

世帯に見受けられます。また、対策につきましても、生活困窮者自立支援制度や生活保護等によ

る支援制度について説明するとともに、福祉部局への相談を促すなど、連携を図り、生活困窮者

の自立による滞納の解消に努めております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 最後に、市営住宅における家賃滞納が増加した場合、その未収分の取扱い

はどのようになっているのか。また、家賃滞納が財政に与える影響について、市の見解をお聞か

せください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 未収納分については、引き続き、督促催告により納付を促しており

ます。ただし、家賃に対する債権について、消滅時効が完成したときや、破産法その他の法令の

規定により当該債権の責務を免れた場合などの理由で、高浜市債権管理条例に基づき不納欠損と

して処分を行っております。 

なお、財政への影響につきましては、公営住宅の家賃は、公営住宅の維持管理及び修繕の費用

に充当いたします。そのため、市営住宅の維持管理及び修繕に影響が生じます。受益者負担の公

平性を保つため、滞納整理に努めてまいります。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 今は修繕の分の未収分で足りなくて、修繕ができてないとかそういうこと

はないということですか。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 未収分につきまして、若干ではありますが、修繕費用のほうは抑え

られているという状況がございます。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） ありがとうございました。 

制度は規則を守ること自体が目的なのではなく、市民の暮らしを支えるためにあるものだと考

えます。不可能と思われる課題であっても、市民の思いを少しでも形に近づけるために、より一

層寄り添う姿勢を持った制度運営を求め、次の質問に移らせていただきます。 

次に、パーキングパーミット制度について。 

初めに、パーキングパーミット制度とは、一般に身体障害者用駐車場と呼ばれている配慮が必

要な方のための駐車スペースについて、利用証を掲示することで配慮が必要な方であることを周
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囲に分かりやすく示そうとする仕組みです。 

なお、本日は、身体障害者手帳の有無に限らず、歩行が困難な方や妊娠中の方、内部障害や難

病など、外見からは分かりにくい事情を含め、配慮を必要とする方全体を想定してお話します。 

この制度は、罰則や強制力を伴うものではなく、利用する側も見守る側もお互いに安心できる

環境づくりを目的とした考えです。この制度に関連して、市民の方から、配慮が必要な方のため

の駐車スペースが本当に必要な人が使えないことがある。見た目だけで判断され、心ない言葉を

かけられたといった声が寄せられました。 

高浜市役所、三河高浜駅駐車場、たかぴあなどの公共施設にもこうした駐車スペースは整備さ

れていますが、誰が使ってよいのかが周囲から分かりにくく、結果としてマナーや善意に委ねら

れている部分が大きいのではないかと感じています。 

この駐車スペースは、歩行が困難な方や移動に配慮を必要とする方が安心して外出し、社会参

加を行うために欠かせない環境整備です。一方で、使ってよいのか迷う、遠慮して使えないとい

った状況が生じてしまうことは全国的にも課題とされています。 

こうした背景を踏まえ、本市の現状と今後の考え方について伺ってまいります。 

本市において、市役所やたかぴあなどの公共施設で配慮が必要な方のための駐車スペースの利

用を巡り、トラブルや不適正利用などについて、これまでに把握している実態はありますでしょ

うか。また、窓口対応や施設管理の中で課題として認識している点があれば、併せてお聞かせく

ださい。 

〇議長（神谷直子） 介護障がいグループ。 

〇介護障がいＧ（藤 克幸） まず、市役所本庁舎やたかぴあなどの公共施設において、不適正

利用による大きなトラブルや苦情が直接寄せられたような実績は現時点ではございません。ただ、

先ほど御指摘のとおり、現在は利用者さんのマナーですとかそういった善意に委ねられている面

が大きく、外見からは分かりにくい事情を抱えた方が周囲の目を気にしているということで利用

をためらうというようなことは潜在的な課題であるということは我々のほうも捉えております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、配慮が必要な方のための駐車スペースやパーキングパーミット制度

に関して市役所に相談が寄せられた場合、市ではどのような説明や案内を行っているのでしょう

か。また、警察が交付する標章や車に表示する様々なマーク、さらには民間施設ごとに設けられ

ている独自のルールなど、駐車スペースの利用を巡って、市民が混同しやすい制度や表示が幾つ

もあります。こうした点について、市としてどのように整理し、分かりやすく説明しているのか、

併せてお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 介護障がいグループ。 

〇介護障がいＧ（藤 克幸） 現在、こうした駐車スペースに関する相談については、内容に応



－91－ 

じて各担当窓口で個別に対応しておりまして、市として統一された体制が整っているとは言えな

い状況でございます。 

先ほど御指摘のとおり、例えば、警察が交付する駐車禁止除外指定車標章ですとか、あとは車

体に掲示する様々な障害者マークというのがございます。さらには、民間施設での独自ルールな

どが多数混在をしておりまして、利用される市民の方が制度の違いを混同しやすい状況にあると

いうことは認識をしております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、配慮を要する方のための駐車スペースを必要とする方は、必ずしも

外見から分かりやすい方ばかりではありません。一時的に歩行が困難な方、妊娠中や産後間もな

い方、内部障害や難病など、見た目では判断できない事情を抱えている方もおられます。こうし

た方々が自分が使ってよいのだろうかと迷い、利用を控えてしまうことについて、本市としてど

のような認識を持っているのか、お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 介護障がいグループ。 

〇介護障がいＧ（藤 克幸） 配慮が必要な駐車スペースの利用者さんの中には、先ほど御指摘

のとおり、内部障害ですとか難病、妊娠中の方など外見からはその事情が判別しにくい方が多く

お見えになっております。こうした方々が周囲の視線を気にして利用を控えることは外出や社会

参加の機会を損なうことにつながるということにもなりますので、市としても解消すべき課題で

あるという認識をしております。 

あと、駐車スペースについては、必要な方が必要なときに安心して使えることが本来の姿であ

り、誰もが気兼ねなく利用できる環境づくりが必要であると考えております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、パーキングパーミット制度の位置づけについて。 

この制度は、利用証の掲示によって利用の見える化を図り、不適正利用の抑止や安心して利用

できる環境づくりを目指すものです。一方で、既に制度を実施している自治体からは罰則がない

ことによる限界や不正利用への対応、また、利用証を持たないが配慮が必要な方が使いづらくな

ってしまうのではないかといった課題も指摘されています。 

こうした制度のメリットと合わせて、課題や注意点についても、本市としてどのように認識し

ているのか、市のお考えをお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 介護障がいグループ。 

〇介護障がいＧ（藤 克幸） 本制度は周囲への見える化によって心理的な安心感と適正な利用

を促す有効な手法であると考えております。ただ一方で、法的な強制力を持たない仕組みである

以上、制度の実効性は市民一人一人の良心と理解に委ねられるというところがございます。また、

利用証の有無によって新たな不公平感が生じないよう、運用に当たっては、慎重な配慮が必要に
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なると考えております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、愛知県ではパーキングパーミット制度について、県議会で議論が行

われ、令和８年６月頃の制度開始を目指して現在準備が進められていると承知しています。県の

制度が開始されれば、市民からの問合せや相談が市役所にも寄せられることが想定されます。そ

の際、制度の対象となる方や利用できる駐車スペースの考え方、利用証を持たないが、配慮が必

要な方への対応などについて、市民が戸惑わないよう、分かりやすい説明や周知が必要になると

考えます。 

そこで、県の制度の開始時期を見据え、こうした課題も踏まえた上で、市民への周知の方法や

本市としての役割、県との連携をどのように考えているのか、お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 介護障がいグループ。 

〇介護障がいＧ（藤 克幸） 愛知県につきましては、令和８年６月からの制度開始を目指して

現在準備が進められておりまして、先月２月末になるんですが、制度周知のためのリーフレット

ですとか、ポスターが市町村に配布されました。今月には利用証の申請受付ですとか駐車区画の

登録などを行う事務局が県に設置されるということを伺っております。 

実際、制度が始まれば市民の皆様からの利用証の申請方法ですとか、あと対象者の範囲など

様々なお問合せが市役所に寄せられることが想定されます。 

県から配布されるリーフレットやポスターの掲示、配布はもとより、広報ですとかホームペー

ジ、ＬＩＮＥを通じた周知を行うとともに、窓口においても丁寧に御案内できるよう制度の詳細

が示され次第、速やかに庁内での情報共有を図ってまいります。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） 次に、他自治体では制度導入に当たり、いきなり全体に広げるのではなく、

まずは行政が管理できる施設から、表示の工夫や案内表示などの啓発的な取組を行い、市民の理

解を深めていくといった段階的な対応が取られている例もあります。 

そこで、パーキングパーミット制度の考え方を踏まえ、三河高浜駅駐車場や市役所、たかぴあ

などの公共施設において、配慮が必要な方のための駐車スペースが分かりやすく、安心して利用

されるよう、表示の工夫や案内表示などの啓発的な対応から考えていくお考えがあるか、市の見

解をお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 介護障がいグループ。 

〇介護障がいＧ（藤 克幸） 他自治体における段階的な取組については、本市においても参考

になると考えております。現在、三高駅西駐車場では障害者用看板の設置に加え、駐車枠の床面

及び柱に国際シンボルマークを、あと市役所本庁舎の駐車場については、身体障害者手帳の有無

にかかわらず、歩行が困難な方や妊娠中の方などを対象とした優先駐車場としての看板を設置す
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るとともに、駐車枠の床面に国際シンボルマークを表示しておりますが、各施設によって対応が

異なる状況となっております。 

今後はこれらの現状を改めて点検いたしまして、県内の自治体の動向を参考にしながら、表示

方法などの検討を行ってまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ７番、福岡議員。 

〇７番（福岡里香） ありがとうございました。 

パーキングパーミット制度は誰かを責めたり、取り締まったりするための制度ではありません。

配慮が必要な方が必要なときに遠慮せず利用でき、周囲の人も安心して見守ることができる、そ

うした環境を整えていくための考え方だと思います。市民の善意やマナーに任せるだけでなく、

行政として分かりやすく示す工夫を重ねることが、結果として誰もが使いやすいまちにつながっ

ていくのではないでしょうか。 

愛知県の動きも踏まえながら、本市としてできることを一つ一つ整理し、市民に寄り添った対

応を前向きに検討していただくことをお願いし、私の一般質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

〇議長（神谷直子） 暫時休憩いたします。再開は13時30分。 

午後０時16分休憩 

──────────────────────────────────────── 

午後１時30分再開 

〇議長（神谷直子） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、14番、黒川美克議員。一つ、市長の市政運営について、一つ、高浜市かわら美術館・図

書館について、一つ、高浜市のコンプライアンスについて、以上３問についての質問を許可しま

す。 

 14番、黒川美克議員。 

なお、自席において着席のままでの発言を許可しますので、どうぞお座りください。 

〇14番（黒川美克） それでは、議長のお許しを得ましたので、通告に従い、一般質問を行いま

す。 

杉浦市長におかれましては、昨年の市長選において、市民の安全、安心と持続可能なまちづく

りを力強く訴えられ当選を果たされました。就任後の御発言を拝見しても行財政改革と共助の精

神を重んじる姿勢が一貫しております。 

本日は、市長の掲げる政策の具体化に向け、現場の課題を踏まえて質問をさせていただきます。 

市長が掲げた政策について。 

私は昨年９月定例会において、新たに就任された杉浦市長の所信表明演説や市長が政策を掲げ

たチラシを基に一般質問をさせていただきました。市長が就任されて約半年がたち、市長が掲げ
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た政策が事業化に向けて動き出しているのかなど、進捗について確認をさせていただきたいと思

います。質問時間に限りがありますので、市長がチラシに掲げた政策のうち、幾つかについてお

聞きしていきます。 

初めに、「つながりで強くなる、高浜のまちづくり」の「Plan.1 地域のヒーロー発掘！１次

避難所を中心に防災リーダー育成と団体支援」の件です。 

市長のチラシには、一次避難所を中心に防災を担うリーダーを育てますと書かれています。こ

の件について、市長就任後に政策実施に向けて動きがあれば、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 防災防犯グループ。 

〇防災防犯Ｇ（亀井勝彦） 防災リーダーにつきましては、地域において防災・減災に向けた対

策の中心的な役割を担っていただくことが期待されております。本市におきましても、地域にお

ける防災リーダーを増やしていくことは重要であると考えております。そのため、昨年９月14日

に防災リーダー養成講座の基礎編を、10月19日に避難所編を開催いたしました。 

また、防災士資格の取得に係る費用の一部を助成してまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

黒川議員、いいですよ、着席のままで。 

〇14番（黒川美克） 次に、「Plan.2 中部公園を一新！多世代がつながり楽しめる、安心の交

流拠点へ」の件です。 

この件について、市長の思いは９月定例会の一般質問で答弁していただきました。私も中部公

園の一新政策について大変うれしく思っております。その後、政策実施に向けて動きがあれば、

お答えください。 

〇議長（神谷直子） 土木グループ。 

〇土木Ｇ（島口 靖） 中部公園一新に向けた素案を作成することを目的に様々な部署による職

員で構成いたしました中部公園一新プロジェクトを昨年12月下旬に発足し、活動を開始している

ところでございます。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。どうぞ着席したままで。 

〇14番（黒川美克） 今、プロジェクトを立ち上げたっていう話ですけれど、そのプロジェクト

の内容をお答えください。 

〇議長（神谷直子） 土木グループ。 

〇土木Ｇ（島口 靖） プロジェクトの内容につきましては、この中部公園の例えばそのスペー

スの有効活用だとか、あと避難場所の検討、それとあと利用促進に向けた検討などを今後始めた

ばかりでございますので、今後検討していきたいというふうに考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 政策実施に向けたスケジュールや予算計上時期など目標があれば、お答え
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ください。 

〇議長（神谷直子） 土木グループ。 

〇土木Ｇ（島口 靖） 中部公園一新に向けましたスケジュール、今後の進め方といたしまして

は、まずは職員プロジェクトで素案のほうを作成し、その素案に対して市民の方や利用者の方な

どから御意見を伺い、また、関係機関との協議調整を行いながら、整備構想を取りまとめ、その

整備構想に基づき整備を図る予定でございます。 

特に、中部公園という規模の大きい公園になりますと、整備構想の取りまとめに相当な期間を

要すると考えておりますが、予算措置につきましては、その都度、必要なタイミングで予算上程

させていただきたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 今話ありましたように非常に大きい公園ですので、私は都市計画事業でぜ

ひ実施をしていただきたい。そうすれば、当然国からの補助金も入ってきますし、ぜひそういっ

た都市計画事業でやっぱり一つきちっとしたプランをつくって、しっかりしたもんをやっていた

だきたいと思いますけども、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 土木グループ。 

〇土木Ｇ（島口 靖） 事業の進め方につきましては、都市計画事業も一つの手法でございます。

それ以外の手法等も様々な手法を今後検討いたしまして、よりよい政策を検討していきたいとい

うふうに考えています。 

〇議長（神谷直子） 都市政策部長。 

〇都市政策部長（杉浦睦彦） 議員御存じのとおり、中部公園は都市公園でございます。あくま

で市長の掲げる一新というのは、中部公園に新たないわゆる未来というかそういったものを入れ

込めないのかというのが市長の掲げているチラシです。ですから、あくまで中部公園、都市公園

を、そういったものを含めながらどう整理するかというところの基にあるのは、やはり都市計画

事業が根本にあるということで進めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 今、部長言われたように、やはりきちっとしたそういう計画をつくってき

ちっとしたものをやっていただきたい。それはぜひ一つお願いしたいと思います。 

次に、「Plan.3 資源ごみ当番や広報の配布方法を一新し、暮らしやすい地域へ」の件です。 

令和８年４月１日から町内会の資源ごみ当番が廃止され、シルバー人材センターに委託してい

くことは承知しております。約１か月後に新たな方法でスタートするわけですが、新たにスター

トするに当たって、準備等は順調であるのか。現時点でまだ調整事項が残っているのか、お答え

ください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 
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〇経済環境Ｇ（都築真哉） ４月１日からのスタートに向けての準備等は順調でございます。現

時点で大きな調整事項は特にございません。４月のスタート以降にこれは始まると見えてくる課

題があろうかと思いますので、現場の状況を確認しながら、順次、対応させていただきます。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） ちょっとよそで聞きましたら、シルバーの立ち番の登録の人数のほうです

けれども、それがちょっと少し少ないじゃないかというような話を聞いておるんですけれども、

その辺はいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ（都築真哉） 先日もシルバー人材センターの事務局とお話をさせていただきまし

たけれども、おおむね何とかなるようなめどが立っておるし、また今週、この後、説明会も予定

があってそこでも希望の方があったりということで、何とかスタートできそうだというふうに承

知をしております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、「高浜ができること」の「vision.1 未来を育む心」の「体育館に

エアコンを設置し、スポーツも避難時も快適に！」の件です。 

今後の設置スケジュールなどがありましたら、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 学校経営グループ。 

〇学校経営Ｇ（清水 健） 小中学校の体育館への空調設備の整備につきましては、本年度、両

中学校の設計業務委託を行っていまして、来年度、工事着手する予定となっております。 

高浜小学校以外の小学校の空調設備の整備時期でございますが、現時点では検討中ですが、昨

今の気候変動による熱中症対策の必要性や災害の発生状況を踏まえますと、体育館の空調設備の

整備は重要な課題であると認識をしております。 

今後、限られた財源の中で本市の状況に合わせた効率的、効果的な整備を早期に行えるように

検討してまいりたいと思います。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、「vision.2 安心と希望の心」の「公共施設に太陽光パネルを設置

し、災害時にも電源確保を」の件です。 

こちらの今後の設置スケジュールなどがありましたらお答えください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ（都築真哉） 国の交付金を活用いたしまして、令和８年度に高浜小学校複合施設

へ太陽光発電設備を導入する予定をしてございます。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、「vision.3 挑戦と成長の心」の「仕事を地元に！工業用地の整備
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で働く場と税収確保」の件です。 

財政運営が厳しい高浜市にとって、税収確保は取り組むべき課題だと考えます。政策実施に向

けて何か動きがあれば、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 工業用地の整備といたしまして、特に動きはございません。継続で

はございますが、企業等が工場等の新設や既存施設の拡充に対する支援として奨励金を交付して

おり、現在も複数の企業から相談を受けております。また、民間主体による工場用地の整備を進

めるための支援を行っており、企業等からの相談を受け、関係機関との調整を進めております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 実は、翼小学校の東側、いわゆる調整区域の土地があるんですけれども、

そこんところで過日、大手の企業がそこのところへスーパーをショッピングセンターをつくりた

いということで説明会を開かれたと。そういう話を確認しましたけれども、その辺のところは市

のほうは承知してみえるわけでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 翼小学校の東側につきまして、大型ショッピングセンターをつくり

たいという相談のほうは受けておりますが、具体的には民間主体による事業として進めることで

すので、説明会等の詳しい内容についてはこちらのほうは承知しておりません。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 今の承知していないという話ですけれども、行政としてやはり積極的にそ

ういったことを後押しはしていただきたいと思いますので、そういったことは一つよろしくお願

いしたいと思います。 

〇議長（神谷直子） 都市計画グループ。 

〇都市計画Ｇ（村松靖宣） 翼小学校の東側につきまして、地権者皆さんの同意が得られて地域

の地元の方の情勢が整った後には、市としてもその事業化が具体的であれば、後押しをさせてい

ただきたいというふうに考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、「vision.4 共に創るまちの心」の「チョイソコでどこでも！出か

けるを、もっと便利に」の件です。 

近隣市への移動も視野に入れ、さらに使いやすく支援させるとのことですが、この点について

何か議論が進んでいることがあれば、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 経済環境グループ。 

〇経済環境Ｇ（都築真哉） 市外停留所につきましては、現在、午前中、御答弁させていただき

ましたとおり、碧南市のサン・ビレッジ衣浦１か所のみでございます。今後は市内の利用状況を
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見ながら、東西の市町との結節点を模索していくこととしております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 市長は令和８年度の施政方針の結びの中で、高浜市行財政改革推進プロジ

ェクトを立ち上げ、市政の在り方を一度リセットし、次の時代に耐え得る形へと再起動する挑戦

に踏み出しますとありますが、高浜市長期財政計画はいつ頃、示していただけるのか、お答えく

ださい。 

〇議長（神谷直子） 総務部長。 

〇総務部長（杉浦崇臣） 令和８年度からスタートする行財政改革推進の取組において、行財政

改革プランの策定に合わせて長期財政計画をお示しする予定でございます。ただし、計画期間40

年間としたこの長期財政計画を初めて策定したのが平成28年３月でございます。初めて策定して

から約10年がたち、長期財政計画自体を見直す検討も必要だと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 公共施設の老朽化対策や社会保障費の増大など、本市の財政を取り巻く環

境は厳しさを増しております。将来世代に負担を先送りしないという市長の理念に基づき、今後

の大型プロジェクト（施設再編等）と財政規律のバランスをどう維持していくのか、現時点の見

通しをお答えください。 

〇議長（神谷直子） 総務部長。 

〇総務部長（杉浦崇臣） 施設再編等の大型プロジェクトを進めるには、財源が必要となります。

まずはその財源を確保するための取組を行う必要があり、その取組が行財政改革でございます。 

市長が施政方針で述べましたが、限られた資源の中で何を守り、何を見直し、何を未来へ託す

のか、その選択と判断によりバランスを維持していきたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 本市は公共施設マネジメントにおいて、全国的な先駆者であります。しか

し、施設を集約削減するプロセスにおいて、将来の安心のために現在の不便を強いている側面は

否めません。特に施設の複合化が進む中で、特定の地域から公共機能が遠ざかる、あるいは利用

が制限されるといった声も聞かれます。財政規律の維持が目的化し、市民のＱＯＬ（生活の質）

や地域活力の減退を招いては本末転倒です。 

市長はこの将来への貯蓄（財政規律）と現在の投資（住民サービス）の最適解をどこに求めて

いるのか、また、削減一辺倒ではなく地域経済を活性化させるための攻めの財政支出について、

どのようなビジョンをお持ちか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 総務部長。 

〇総務部長（杉浦崇臣） 将来への貯蓄、財政規律と現在の投資、住民サービスの最適解につい

てですが、市民の暮らしと必要な行政サービスを将来にわたって提供できる財政運営をしていく
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ことだというふうに考えております。地域経済の活性化も重要施策であると考えますが、市政に

はその他にも多くの重要な施策がございます。 

攻めの財政支出というのは、積極的な財政出動のような意味合いで言われているのかもしれま

せんが、強いて言うなら、施政方針での限られた資源の中で何を守り、何を見直し、何を未来へ

託すのかと、そのうちの未来へ託す部分が攻めの財政支出と言えるのかもしれませんというふう

に考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 市長の任期は４年であり、あっという間だと思います。財政状況が厳しい

中、全ての公約を実現するのはハードルが高いと思われますが、少しずつでも前進していくこと

が大切だと思います。今後も市長が掲げる政策の進捗を確認していきたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

それでは、次の質問に移ります。 

高浜市の組織や人員配置について。 

施政方針で高浜市行財政改革推進プロジェクトを立ち上げ、市政の在り方を一度リセットし、

次の時代に耐え得る形へと再起動する挑戦に踏み出しますとありますが、行政組織や人員配置は

どのように考えているのか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） 先日の高浜市事務分掌条例の一部改正の議案説明の際に、企画部長

から少し説明させていただきましたが、行財政改革を推進していくために市長直轄組織として行

財政改革グループを新設させていただきます。そこには、グループリーダー及び数名の職員を配

置し、行財政改革グループを中心に行財政改革を推進してまいりますが、プロジェクトにつきま

しては、全グループリーダーがメンバーとなりますので、全職員が一丸となり取組を進めてまい

ります。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） ぜひ実効性のあるものにしていただきたいと思います。 

〇議長（神谷直子） ちょっとマイクが遠いので。マイクを。 

〇14番（黒川美克） 職員のモチベーションをどう上げていくのかについてお答えください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） 12月の定例会でも黒川議員より組織改革について御質問いただいた

際に、研修、人事評価、職員提案制度など、様々な人事の取組について御説明をさせていただき

ましたが、職員のモチベーションを向上させるためにはそれぞれ研修、人事制度、職場環境など

様々な側面からの支援の必要があると考えております。既に、取組自体は実施をしておりますが、

それらの取組が職員のモチベーションの向上に効果的に活用できるように職員一人一人がそれら
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の制度の趣旨、目的などを再度認識していただくように、周知の強化に努めていきたいと考えて

おります。また、人事制度、今後見直しを行っていく際には職員からの自己申告や職員組合から

の提案など職員からの意見についても参考にしていろいろ変えていきたいと考えております。よ

ろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 新年度に向けての人事の考え方についてお答えください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） ９月、12月の定例会で、現在のグループ制度のメリットも継承しつ

つ、職員の意欲を引き出しながら職員全体のレベルアップを図り、市民ニーズに的確に応えられ

るような組織の構築を引き続き検証、検討していく必要があるというふうにお答えさせていただ

きましたが、先日、全員協議会で御説明させていただきました行財政改革の一環といたしまして、

組織構造の見直しについても進めてまいります。令和９年度から新たな組織でスタートが切れる

ように秘書人事グループを中心に全庁的な検討をしてまいりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 職員に対して市長の方針をどのように伝えているのか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 市長。 

〇市長（杉浦康憲） 黒川議員、いろいろと御質問ありがとうございます。 

半年を過ぎたということで、いろいろと進捗状況、そして今後のモチベーションということで、

いろいろ御質問いただきましてありがとうございます。 

僕の方針をどう伝えるかということですけど、当然組織としてやっていることですから、部長

会、部長グループリーダー会を通じてそういった指示等はしておりますし、考えを理解していた

だいてるかなと思っております。あとは、就任時の撮影をしていただいて来れない職員さんに聞

いていただいたりだとか、あとランチミーティングを行ったりとかして、自分の方針もそうです

けど、自分のもっとざっくばらんな考え方とかいうことをしっかり伝えていければなと思ってお

ります。 

あと、先日も職員向けで中川先生をお迎えしての研修会を行いまして、そのときも中川先生と

対談をするなりして、自分の意見、こういった考え方を持ってるんですということをお伝えした

ということもありました。とはいえ、こういったことをやったからといって自分の考えが全て伝

わるものでもありませんし、今後もそういった研修会そして部長会などを通じて、そして一番大

事なのは自分の普段の行動かなと思っておりますので、そういった行動を通じて自分の施政方針

を職員の皆さんにしっかりと伝えていければと思っております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 
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〇14番（黒川美克） 今ぜひ市長が言われたことは、ぜひ実行していただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

次に、市庁舎、いきいき広場、たかぴあ、かわら美術館・図書館の職員については、指定管理

制度がいいのか、会計年度任用制度がいいのか、どのように考えているのか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 秘書人事グループ。 

〇秘書人事Ｇ（京極昌彦） 会計年度任用職員につきましては、正規職員の業務を補完するため

の制度でございますので、会計年度任用職員だけで施設を管理するということは考えておりませ

ん。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 以前、私申し上げましたけれども、ぜひ、今現在、指定管理者制度が導入

されて、もうかなりの年数たってますけれども、それも大体、指定管理者はずっとほとんど同じ

指定管理者がやってるのであって、マンネリ化している部分は否めないと思いますので、その辺

のところをぜひ踏まえて一度全庁的にきちっと見直しをしていただきたいと思いますが、その辺

はいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 総務部長。 

〇総務部長（杉浦崇臣） 指定管理者制度につきましては、今、財務グループのほうで指針のほ

うの見直しに取りかかっておりますので、これをできれば８年度ぐらいに策定をして、それに基

づいてまた指定管理者制度の在り方を見直してまいりたいというふうに考えておりますので、お

願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 高浜市の訴訟事件についてお尋ねいたします。 

適正な事務執行は市民の信頼の根幹です。過去の事例を鑑みても、契約や条例解釈における法

的リスクの管理は極めて重要です。複雑化する自治体法務に対し、庁内のリーガルチェック体制

をどう強化し、全庁的なコンプライアンス意識の底上げを図っていくのか、市長の見解をお伺い

します。 

〇議長（神谷直子） 総務部長。 

〇総務部長（杉浦崇臣） 庁内のリーガルチェック体制につきましては、弁護士などの法曹有資

格者について、顧問弁護士あるいは任期付職員としての活用によるところが大きいものと考えて

おります。そして、リーガルチェック体制の強化につきましては、まずは職員の間で疑問を持っ

たものや訴訟など、顕在化した事案について、法曹有資格者の知見を活用し、当該知見を踏まえ

て、職員の経験とし、さらに全庁職員の共通の知見として蓄積することで、全庁的なコンプライ

アンス意識の底上げを図ってまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 
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〇14番（黒川美克） リーガルチェックの強化は、単に書類の不備をなくすことだけではありま

せん。過去に発生した事務上のミスや解釈の相違によるトラブルを組織の財産、教訓としてどの

ように蓄積し、全庁で共有しているのかお答えください。特に、担当部署が抱え込みがちな法的

懸念を早期にオープンにし、多角的に検証できる風通しのよい組織文化の醸成が不可欠です。 

市長自らが現場の職員がリスクを恐れず、かつ適正な手続を徹底できる環境をどのようにつく

っていくのか、また重大な法的疑義が生じた際の第三者的なチェック機能の在り方について見解

をお伺いします。 

〇議長（神谷直子） 総務部長。 

〇総務部長（杉浦崇臣） 過去に発生した事務上のミスや解釈の相違によるトラブルについて、

重大なものについては、適宜、部長会や部長グループリーダー会などで担当部長や担当グループ

リーダーが報告をし、共有を図っております。また、共有を図るとともに、改善案について組織

ごとに、より適した形に自ら考え、改めて構築をしております。 

担当部署が法的問題を抱えたときは、担当者が一人で抱え込まず、その部署の同僚や先輩、管

理職などに相談し、場合によっては法規担当部署や弁護士に相談できるような体制としておりま

す。 

重大な法的疑義が生じた際の第三者的なチェック機能の在り方については、法的疑義の内容や

性質、重大性や緊急性についても様々なものがあり得るところであります。 

例えば、第三者検証委員会を設置するべき場合も考えられるところでございます。いずれにい

たしましても、事案に即したチェック機能が働くよう努めてまいりますので、よろしくお願いい

たします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 過去５年間の訴訟事件と訴訟費用をお答えください。 

〇議長（神谷直子） 行政グループ。 

〇行政Ｇ（久世直子） 訴訟につきましては、その都度、議会の全員協議会で御報告させていた

だいております。そのため、答弁に当たりましては、これまでの全員協議会で御報告いたしまし

た案件について、具体的には令和７年の12月時点までの内容、また、訴訟費用については、令和

６年度決算時までの費用ということで申し上げます。５年間ということですので、令和３年度以

降に新たに提訴された６件の新規案件について申し上げます。 

１件目は、令和３年６月16日付で少年野球団体に対する土地の使用貸借について、少年野球団

体に貸付料相当額を求めるべきとする住民訴訟が提起されたものでございまして、こちらは一審

から最高裁まで争われました。費用は、349万425円です。 

２件目は、令和３年11月29日付で職員が個人に関する情報を第三者に違法に提供したとして、

市に対して支払いを求める国家賠償請求訴訟が提起されたもので、一審及び控訴審において争わ
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れました。費用は、152万4,034円です。 

３件目は、令和４年３月17日付で亡くなられた方についての個人情報とみられる事項に係る情

報公開請求に対し行った非公開決定について、取消訴訟が提起されたもので、一審及び控訴審に

おいて争われました。費用は、86万4,800円です。 

４件目は、令和６年９月25日付で市が無償で借用する土地の所有者に対し、非課税の契約が守

られなかったために行った損害賠償の示談は理由がないと主張されたもので、一審は終了いたし

ました。令和６年度までの費用は、58万8,919円です。 

５件目は、令和７年１月27日付で提起された国家賠償請求訴訟で、市議会文書の部分公開決定

処分取消請求事件に関連して損害が生じたとして賠償を求められているもので、これも一審継続

中でございます。令和６年度までの費用は、33万7,430円です。 

６件目は、令和７年９月13日付で生活保護申請について廃止決定等を求める訴えが提起され、

これは一審継続中でございます。以上でございます。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、高浜市まちづくり協議会の今後のあり方について質問させていただ

きます。 

市民が主役のまちづくりを掲げ、各地区で活動が展開されていますが、活動のマンネリ化や担

い手不足も指摘されています。設立から時間を経て見えてきた課題をどう整理し、行政と協議会

の役割分担、公助と共助の境界線を今後どう最適化していくのか、お考えをお答えください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ（榊原雅彦） まちづくり協議会は、地域の活動を地域で話し合い、解決につなげ

る本市の協働のまちづくりの中核であり、大変重要な存在でございます。一方で、活動の固定化

や担い手不足といった課題が生じていることも認識をしております。 

社会環境が大きく変化してきている中で、これまでと同じ形のままでは持続が難しいという面

もあると考えております。今後も行政が担うべき公助の責任を明確にしつつ、地域が力を発揮で

きる共助の領域を整理し、行政は基盤整備と支援を担い、協議会は地域合意と実践の主体となる

場として、役割の最適化を図ってまいります。 

市民が主役のまちづくりが持続可能なものとなるよう、協議会の皆様と丁寧に対話を重ねなが

ら、見直しと強化を進めてまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 市民が主役という理念の下、多くの事業が地域に委ねられましてきました

が、実際には前例踏襲の行事や行政の補完業務がボランティアである住民の限界を超えつつある

のではないでしょうか。 

市長はこれまでの活動を点検し、地域が本当にやりたいことに注力できるよう、あえて行政が
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一部の業務を引き戻す、あるいはＩＣＴを活用して事務負担を徹底的に排除するといった地域の

負担軽減に向けた具体的な工程表をお持ちでしょうか。また、まち協の活動評価において、事業

の数や参加人数といった量ではなく、住民の幸福度や担い手の精神的余裕といった質を重視する

手法を導入する考えはないか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ（榊原雅彦） 議員御指摘の前例踏襲や負担の増大という課題は、確かにあると認

識をしております。まちづくり協議会の皆様は、まちをよくしたいという強い思いの下に活動を

されておられます。行政としてはまずその思いを尊重しつつ、事業を続けることが目的になって

いないか、本来の目的は何であったのかということを地域自らが改めて確認し、気づき、変化し

ていくことが重要であるのかなと考えております。 

地域の活動の点検や負担軽減の工程につきましては、行政がああしてください、こうしてくだ

さいというように定めるというところではなく、地域が自ら気づき地域の特性に応じて見直しを

していくことが、持続可能性につながると考えてございます。 

実際に、あるまちづくり協議会で毎月のようにワークショップを開催して、今後どうしていこ

うか、どうあるべきかというのは実際に始められてるまち協さんも実際にあります。そういった

ようなまち協さんを応援していくために、そのための行政の役割としては、業務を押し戻すこと

でも管理することでもなく、対話の場を整え、変わっていこうとする機運を高め、変わっていく

ための助言等を行う。加えて、ＩＣＴ活用など変わっていくための環境が必要であれば、そうい

ったものを整備するなど、必要な支援を的確に行うことであるかなと考えております。 

また、最後に言われた活動評価についてでございますが、新たな指標を導入することは現時点

では考えておりませんが、議員言われたように数とか量だけではなく、本来的な質の部分を意識

して事業をやっていただく、そういった視点を大切にして地域との対話の中で共有をしてまいり

たいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 一つ、参考までにですね… 

〇議長（神谷直子） ごめんなさい、マイクをお願いします。 

〇14番（黒川美克） 翼まちづくり協議会では、去年の途中からまぜこぜの居場所づくりのモデ

ル地区に指定をしていただいて、今、まぜこぜの居場所づくりやなんかでいろいろとやっており

ますけれども、やはり地域だけではやっぱりどうしても難しい部分がありますので、そういった

部分についてはやっぱり行政も積極的に後押しや何かをしていただきたいと思いますけれども、

その辺はいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ（榊原雅彦） まぜこぜの居場所、確かに、私も先月一緒に参加をさせていただい
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て、地域がｅスポーツをやりたいというような御要望がありましたので、一回やってみましょう

ということで我々も一緒に参加して、まぜこぜの居場所の一部として活動させていただきました。

本当にたくさんの子たちが来てくれて、子供から高齢者までいい雰囲気でできたのかなと。 

そういったような行政もいろいろ取組を出していく中で、強制をするのではなく、まちづくり

協議会がその取組に共感をいただいて、うちでもやっていきたいというようなことがあれば、ぜ

ひ行政としても支援をしてまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、高浜市町内会の今後のあり方について質問をさせていただきます。 

〇議長（神谷直子） 黒川議員、マイクお願いします。 

〇14番（黒川美克） 失礼いたしました。 

町内会加入率の減少は、地域の防災防犯力の低下に直結する深刻な問題です。阪神淡路大震災

等の教訓からも、発災直後の共助の要は町内会です。加入率減少という現状をどう認識し、市と

してどのような加入促進策を講じるのか。広報紙配布などの事務負担が加入を阻害している側面

はないか、町内会の負担軽減と防災防犯という本来の機能強化をどう両立させるのか、町内会加

入を阻害する最大の要因は、生活スタイルの変化に対し、広報紙の全戸配布や各種募金の徴収と

いった、いわば行政の補完的な事務作業がいまだに町内会の善意に依存しすぎている点にあると

考えます。 

市が進める次世代型行政組織への改革において、ＤＸデジタル活用や民間委託へ完全に移行さ

せ、町内会から切り離すという具体的な決断をされるお考えはありますか。事務負担から解放さ

れた町内会が地域の防災リーダー、建築士や専門知識を持つ住民を中心とした命を守るための専

門組織へとアップデートできるよう市長の戦略をお答えください。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ（榊原雅彦） まず、加入率減少という現状の認識をどう市として認識して、どの

ような加入施策というところでございますが、こちら12月議会の一般質問でも答弁をさせていた

だきましたが、令和７年の４月から５月にかけて行った市民意識調査の中で、どのような町内会

であれば入会したい、もしくは町内会の会員が増加すると思いますかというような質問を項目と

して挙げたことがありました。その際に、最も多かった回答が、町内会の活動を知らないので答

えられない。これが３割ぐらいこういった答えがありました。 

そういった結果から、町内会の目的や意義、取り組んでいる活動内容が市民の皆様に伝わって

ないということが大きな課題としてあるのかなと認識をしております。その課題を解決し、加入

促進につなげるため、ＰＲについてはこれまでも市として取り組んできたところですが、今後は

他自治体の取組も参考にしながら、有効な手段があれば本市でも取り組んでいきたいと。 

例えばで言いますと、近隣の安城市では、宅地建物取引業協会と協定を締結して住宅の販売や
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仲介、賃貸を行う場合に、その相手方に対して、町内会の加入促進チラシを配ってくれていると

いうようなところで協力をいただいているというような事例もありましたので、現在そうしたよ

うなことが高浜市でもできないか、ちょっと調整をしているというところでございます。それに

合わせて、昨年度は学生さんと連携してポスターをつくったりとかもしましたが、そういったよ

うな取組を情報発信を強化してまいりたいと思います。 

次に、広報紙などそういったような事務負担になっているんじゃないか、そういったところを

開放して町内会をアップデートしていく、その戦略というのは、の御質問ですが、こちらにつき

ましても過去のアンケート調査において、町内会に求めることとして役員や活動への負担軽減を

求める声が一番多かったという結果がございます。市としても広報の配布方法については見直し

を行い、また集金業務についてもデジタル活用などの支援を検討してまいりたいと考えておりま

す。 

先ほど来、出ておりますが、本年４月から資源分別収集拠点の立ち当番を見直していくのも町

内会の事務負担を減らし、本来あるべき町内会の活動に町内会さんが注力できるその余裕を生み

出すためであります。 

また、市長が所信表明でも述べておりますとおり、地域のつながりは災害時に命を守る力であ

り、行政と市民が共にまちを運営する仕組みの再構築が急務であるとの認識の下、町内会の活力

維持は防災政策の重要施策として位置づけているところでございます。 

行政が町内会を、地域の防災リーダー、建築士や専門知識を持つ住民を中心とした命を守るた

めの専門組織へと変えていくなど、市が町内会自身の取組について戦略を立てて入り込んでいく

というところまでは、なかなか町内会の自主性を損なってしまうという部分もありますのですぐ

には考えておりませんが、ただ、議員言われるような、そういった防災にもう少しふったほうが

いいんじゃないかというようなお声も各町内会長さんとお話をしていますと、そういったことを

言われる会長さんも実際にいます。そういった地域の安全安心を担う対等な立場として、そうい

った町内会さんより、そのような申し出や相談があれば、相談に乗ったりとか支援を考えてまい

りたいと思っておりますので、よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 今リーダーお答えいただいたように、私はやっぱり町内会がやっぱり安心

安全の要、ここを市長が言ってみえるように、ぜひ十分活用していただいて、やっぱり町内の一

番身近なこと、この部分が一番肝心なわけです。 

私も交通指導員だとか、そういったことをやらさせていただいておりますけれども、やはり警

察のほうもやはり市民の目というのはやっぱり必要だと。そういう意識を皆さんに持っていただ

くということが、やっぱり防災防犯、これはやっぱり町内会の要だと思いますので、ぜひそうい

ったところに視点を置いた形で今後も力をぜひ入れていっていただきたいと思いますけれども、
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いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 総合政策グループ。 

〇総合政策Ｇ（榊原雅彦） 議員言われるようなところ十分注意して町内会とも協議をしながら

進めてまいりたいと思います。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、旧高浜市立病院の跡地利用について質問をさせていただきます。 

跡地利用は、地域の活性化を左右する重要な案件です。現在の検討状況と、市民の利便性向上

やにぎわいの創出に向けた具体的な活用ビジョン及び今後のスケジュールについて伺います。 

旧市民病院の解体工事において、豊田会による施工の結果、地中にくいが存在した状態で完了

していると聞き及んでいます。本来、更地として返却、活用されるべき跡地にくいが残されてい

ることは、今後の土地利用、建築物の荷重制限や地下埋設物工事において大きな制約となり、余

分な公費負担や資産価値の低下を招く懸念がありますが、市はこの現状をどのように認識し、法

的、財政的な整理をつけられたのでしょうか。 

今後の土地利用において、残存くいが障害となった場合の撤去費用の負担区分や土地の安全性

を主としてどう担保していくのか、跡地利用を単なる一つの空き地活用として捉えるのではなく、

近隣の公共施設再編や民間事業者による投資意欲をどう引き出すかが重要です。 

現在、本市が推進している公共施設マネジメントの全体像の中で、この跡地はどのような役割

を担うのでしょうか。周辺の既存施設との機能重複を避けつつ、例えば、防災拠点としての機能

を持たせるのか、あるいは民間の活力を導入して税収増につなげるのか、周辺エリア一帯を含め

た一体的な整備構想（グランドデザイン）について、市長のお考えをお答えください。 

〇議長（神谷直子） 福祉部長。 

〇福祉部長（竹内正夫） 病院の跡地につきましては、市の中心部に位置する貴重な財産であり、

将来のまちづくりにおいて重要な土地の一つであるというふうに認識をしております。 

現在も医療法人豊田会に対しては、地中埋設物の完全撤去を求めて交渉を続けておりますが、

依然として地中埋設物の完全撤去が不可能であるとは認められない状況にございます。万が一、

地中埋設物が存置されると、こういった事態になった場合には、金銭で解決を図ることも選択肢

の一つと考えております。12月補正でお認めをいただきました不動産鑑定評価の結果などを踏ま

えまして、代償措置を求めてまいりたいというふうに考えております。 

今後の活用につきましては、埋設物への対応に一定の道筋をつけた上で、これまでも御答弁さ

せていただいておりますけれど、売却あるいは賃貸借を基本としつつ、例えば、サウンディング

調査といった民間の力もお借りするということも視野に入れながら、本市の将来にとって最適な

活用策を慎重かつ柔軟に検討をしてまいりたいと思っております。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 
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〇14番（黒川美克） 私、以前にも質問させていただいたことがあるんですけれども、あそこの

病院の土地は、非常に一番、時価が高いときに買ってますので、坪単価で60万円以上出して買っ

てるわけでして、今現在、あそこを処分したらとてもじゃないけれどもそんなような数字は出ま

せんので、そういったことをしっかり踏まえていただいて、市に損害のないようなそういった形

のことをしっかり考えていただきたいと思います。 

そこで、一点お伺いします。 

先ほどちょっと話が出ましたけれども、くいが残った場合に当然評価額が下がる。そのために

不動産評価をして、その金額を調べるために不動産鑑定をしたと、そういうような福祉部長の答

弁だったと思いますけれども、それは豊田会とも協議して、豊田会もその考えには賛同している

わけでしょうか。いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 福祉部長。 

〇福祉部長（竹内正夫） 今まだ豊田会との交渉を続けている段階でございますので、その点に

ついては御答弁は差し控えさせていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 今話がありましたように、まだこれからだとかいう話ですけれども、やは

り僕はそういった不動産鑑定だとか何かやるんだったら、やはりきちっと道筋を立てて、最終的

には、僕は正直言いますとね、不動産鑑定をやったということは、当然市のほうとしては、その

不動産鑑定の下がった部分、いわゆるくいが残った場合、その部分は豊田会に負担をしていただ

きたい、そういうような意向があるのかなというふうに思ってますけれども、実際にあれを無振

動でくいを抜いたらどれだけ費用がかかっちゃうかも分からないですよね。ですから、そういっ

たことも踏まえて、やはりきちっと相手と交渉して、結論をきちっと出してそれで物事を進めて

いくというのが大事だと思いますので、その辺のところはいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 副市長。 

〇副市長（深谷直弘） 今、福祉部長がそれぞれ今の経過と今の今後の考え方を答えております

けども、やはり物事の交渉というのはそれぞれがやはり考え方、私どもにすればあのくいがなぜ

抜けないかっていうのは、遡りますと、６年の２月に、１月からくいと基礎を分離する工事に当

時の請負をしておった業者が入ったところ、振動と騒音、騒音はすごくなかったんですけど、振

動がすごいということで住民説明会を開催してます。その方たちのお声を聞くと、100メートル

先にあっても震度３か４の揺れだというようなことで、私どもとしては、確かにくいを抜くこと

は大前提ですので、さきの答弁でも完全撤去を求めておるというのは事実でございます。 

そこで、そういったことを踏まえながら、莫大なお金をかけてくいを抜くということも当然な

がら考えるわけでございますが、交渉していく段階で、じゃあそういった住民の安全だとか安心

を第一に考える、稗田町三丁目は30を超える世帯数がございますので、築年数、建物についても
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結構古い、劣化している建物も見受けられるということから、そういったことを天秤にかけなが

ら、最終的に住民の方に御迷惑がかからない、そして市の財産である我々の考え方をしっかりと

前に向けて豊田会と交渉しつつ、それはこの不動産鑑定でも一つの交渉のカードということで考

えておりますので、今、黒川議員がおっしゃったように、結論を出してからこうだという話では

なくて、一つ交渉するための手法としての考え方をお認めをいただきたいということでございま

す。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） じゃあ、不動産鑑定の結果はいつ出るわけでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 不動産鑑定につきましては、３月19日が工期となっておりますので、

よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、高浜市かわら美術館・図書館について質問をさせていただきます。 

かわら美術館の今後のあり方について質問をさせていただきます。 

かわら美術館は今後も維持費が増加していくと思いますが、市としてはどのように維持管理し

ていく考えなのか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 文化スポーツグループ。 

〇文化スポーツＧ（鈴木明美） かわら美術館は、令和５年度から「かわら美術館・図書館」と

しまして「高浜のひととまちが育つ、つながりの森 みんなで美術館 ささえる図書館」をキャ

ッチフレーズに、指定管理者による効率的、効果的な運営というのを進めてまいりました。 

ただ、本館の建物は竣工してから30年余りが経過しているという中で、設備の中には一般的な

耐用年数を超えているというものもございますので、設備等の修繕というのが課題と受け止めて

おります。 

今後の運営に関しましては、美術館機能が果たしている役割を踏まえ、生涯学習や文化事業の

在り方も含めて検討してまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） もう少し具体的に答えてください。 

〇議長（神谷直子） 文化スポーツグループ。 

〇文化スポーツＧ（鈴木明美） 先ほど答弁の中で行財政改革を進めていくというような答弁も

させていただきました。限られた資源の中で、何を守り、何を見直し、何を未来へ託すのか、と

いうことでございますけれども、例えば、美術館機能であれば高浜市の歴史を知るですとか、地

元の魅力では三州瓦のことを知るだとか様々な機能のほうがございます。そういったところを捉

えて、どういったことをこれからも大切にしていくのか、あるいは見直していくことは何か、そ
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ういうことをありとあらゆる角度から考えまして、今後の施設の維持管理、運営の在り方全体を

検討してまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、図書館の今後のあり方について質問をさせていただきます。 

今の図書館は、本館、いきいき広場、吉浜交流館、高取ふれあいプラザなどに職員が配置され

ており、利便性はいいかもしれませんが非効率だと思います。今後、どのようにして維持管理し

ていく考えなのか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 文化スポーツグループ。 

〇文化スポーツＧ（鈴木明美） 黒川議員も御承知のとおり、現在の図書サービスは図書の利用

に縁が少なかった方たちに少しでも図書の文化に触れていただきたい、そういった考えから、本

館のほかにサービスポイントとしまして、としょぴあ、吉浜交流館、高取ふれあいプラザの３か

所を設けて、それぞれの施設の機能にゆかりの深い特徴のある配架を工夫をしているというとこ

ろでございます。このほかにもインターネットなどで予約した本を市内10か所の拠点で受け渡し

ができる、いつでもどこでも図書館という制度もございます。 

今後の運営に関しましては、図書館機能が果たしている役割を踏まえて、生涯学習、文化事業

の在り方も含めて検討してまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 以前、私、質問したことがあるんですけれども、いわゆる図書館のあれは

やっぱり貸出しを重点にするじゃなくて、これからは、いわゆるレファレンス機能を充実してい

きたいと、そういったことを以前言ってみえたと思いますけれども、その考え方は今も変わりは

ないのでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 文化スポーツグループ。 

〇文化スポーツＧ（鈴木明美） 私どもとしては、先ほど申し上げたとおり、今、読書離れとい

うのが非常に進んでおります。令和５年度の調査だったと思いますけども、文化庁の国語世論調

査の中でも、今１か月で本を全く読まないという方が、以前は40％台後半だったのが、今62％と

いうふうに非常に増えております。そうした中で少しでもやはり本っていうことの魅力を知って

いただく、すぐに利用というふうでなくても、こういった図書の場所があって、いざとなったと

きには情報として触れることができるよう、接触することができる、そういった裾野をいかに広

げていくかというところが非常に大事な観点かと思っております。 

そうした中で、レファレンス機能、いわゆる分からないことがあったら司書に気軽に相談でき

る窓口、それも一つだと思っておりますので、そのサービスについても引き続き、周知を図りな

がら、力を入れてまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 
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〇14番（黒川美克） ぜひ、今言われたみたいに、もともとはうちのところはいつでもどこでも

図書館構想ということで、どこでも本が借りられて、どこでも本が返せますよということで私が

おったときもやっとったんですけれども、それが今現実のものとして、今の図書館で生かされて

おるわけです。それは私も了としてますけれども、ただ、効率的にこれからはもう少しもっと利

用しやすく、例えば今の予約だとか何かのことやなんかでも、いわゆる本館からいちいち持って

くわけですよね。そのためにかなり日数がかかるというような形のことを聞いておりますので、

そういったこともやっぱり本館の今の本が蔵書してあるところ、そこんところの活用も今後はぜ

ひ考えていただきたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

次に、高浜市指定文化財及び郷土資料館の今後のあり方について。 

高浜市指定文化財の指定と郷土資料館の利用状況の現状について、どのようになっているのか、

お答えください。 

〇議長（神谷直子） 文化スポーツグループ。 

〇文化スポーツＧ（鈴木明美） まず、文化財指定についてでございますけれども、市誌編さん

を契機に文化財の調査を継続的に進める中で、歴史的価値や学術的価値の高いものや人々の暮ら

しの移り変わりを理解する上で欠くことができない、特に保存や活用の措置が必要とされるもの

につきまして、文化財保護委員会における審議を経て市の文化財として指定をしております。 

近年、市の文化財に指定した例としましては、令和３年度に寿覚寺所蔵の絵画「方便法身尊像」

や「蓮如上人六字名号」といった書、など計３点。それから、令和５年度は「高取村・西端村溜

池争論裁許絵図」１点。それから、今年度は１月に議員の皆様方にも情報提供させていただきま

したが、恩任寺所蔵の絵画２点を新たに指定をさせていただきました。 

なお、寿覚寺の「方便法身尊像」は、去る11月15日から２月15日に、かわら美術館・図書館の

企画展「文化財と鬼師展」の中で実物を展示しております。 

それから、本年１月に指定された恩任寺の絵画につきましては、会期途中での指定ということ

でしたので、２階の企画展示室ですとか２階のライブラリーほんの森の中で、パネルで御紹介を

するといった取組をしております。 

次に、郷土資料の活用の現況ということでございますけれども、常設の展示としましては、か

わら美術館・図書館本館の１階ホワイエ、それから３階のモノコトギャラリー、３階のロビーに

おきまして、例えば、鬼瓦や瓦づくりの道具類、このほかにも製塩土器、塩づくりの土器ですね、

そういった高浜市の歴史や文化財の紹介を行っております。ほかにも、本館２階のライブラリー

ほんの森では、郷土資料のミニ展示のコーナーというものも設けておりまして、令和７年度は８

月８日の屋根の日にちなんで、「鉄道と鬼瓦」といったミニ展示、それから、終戦80年にちなん

だ「戦争の記憶」といったミニ展示を行っておりまして、来館された方が身近な場所で気軽に郷

土資料に触れていただき、興味、関心を持っていただけるような、そういった工夫のほうをして
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おります。このほかにも、今後の様々な歴史調査ですとか、例えば、学校授業などで活用してい

ただけるようにということで、資料の名称や年代、地域などをまとめた今資料リストというもの

を整備しておりますので、それが公開できるように、今、順次進めているところでございます。

以上です。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 次に、高浜市のコンプライアンスについて質問させていただきます。 

税務グループの放火事件の検証についてということで、過日、令和８年２月17日の新聞に高浜

市役所で火放った疑いで書類送検24年の記事が掲載されていました。この事件について、どのよ

うに検証されたのか、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 税務グループ。 

〇税務Ｇ（西口尚志） それでは、税務グループの放火事件の検証についてお答えさせていただ

きます。 

一昨年９月議会の12番議員の一般質問で答弁したとおりですが、改めて答弁いたします。 

市税等の未納者への対応につきましては、一般論としてまず申し上げます。 

税務グループは、多くの納税者のことを考え、市税等の未納者を完納へ導くよう公平公正にそ

の責務を果たさないといけません。多くの納税者の方は、納期限内に納付をしておりまして、一

方、納期限内に納付していない方につきましては、納税し、完納してもらわねばなりません。納

税を滞ってる方に対しては、催促をします。 

その一方、収入が減少した方に対しましては、その状況を把握し、適宜、分割納付の相談等に

応じております。 

以上のとおり、税務グループとしては公平公正に職務を果たしているものと考えております。

以上でございます。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 僕の意図がよく分かってないかもしれませんけれども、実際にこの新聞記

事を読むまでは、具体的なことやなんかっちゅうのはいろんな方から聞かれるんですけれども、

行政のほうは一切それに対して情報提供してないじゃないですか。ですから、今言われたように、

公平公正に納税をしてもらうというのは当たり前の話です。ですけれども、そういった事件が起

きたということに対して、市は、市長は前の時に言ってますよ。市の対応で誤りはなかった。当

たり前の話ですよ。市はそんな対応に誤りがあったら、それこそ市の責任じゃないですか。です

から、そういったことやなんか踏まえて、なぜああいうような事件が起きてしまったのか、その

ことについて市はどういうふうに考えているのかということを僕は聞きたいんです。 

〇議長（神谷直子） 税務グループ。 

〇税務Ｇ（西口尚志） すいません。繰り返しの答弁となりますが、やはり多くの納税者の方は、
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納期限内に納付をしております。一方、納税を期限内に納付されていない方については、きちん

と納税し完納してもらわねばならない。その期限内に納付をされてない方に対しましては、やは

り催促を行いまして、どうしてもそれでもやむを得ず、それでも納付されない方についてはやむ

を得ず、例えば差し押さえとかっていうことを執行しなければならない。ただし、疾病などで収

入が途絶えてしまった方に対しましては、その状況を把握するとともに、適宜、これは分割納付

の相談に応じておるところでございます。 

本当に繰り返しになりますが、やはり税務の収納担当の職員としては、公平公正にその責務を

果たさなければならないという考えでございます。以上でございます。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） ちょっと変わった観点で申し訳ないですけれども、あれはあの放火によっ

て被害は出てないわけでしょうか。市が何か修理したとか何かということで、修繕費だとか何か

を支払っているか支払っていないか、その辺のところをお答えください。 

〇議長（神谷直子） 行政グループ。 

〇行政Ｇ（久世直子） 市役所の放火事件につきましては、放火によってカーペットの交換です

とか緊急清掃などを余儀なくされています。費用は市が支出しております。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） もう少し大きい声で答えてください。 

〇議長（神谷直子） 聞こえなかった。もう一回お願いします。 

行政グループ。 

〇行政Ｇ（久世直子） 市役所の放火事件につきましては、これ放火によってカーペットの交換

ですとか緊急で清掃するなどのことがありましたので、費用が発生し、市がお支払いをしており

ます。 

〇議長（神谷直子） 14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） 丸畑公園トイレ放火事件の検証についてお伺いいたします。 

丸畑公園トイレの現状と放火事件のその後の対応について、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 土木グループ。 

〇土木Ｇ（島口 靖） 昨年２月に火災のありました丸畑公園のトイレにつきましては、現在、

地元への周知、御理解をいただきながら、今月下旬の完成を目指して工事を施工しているところ

でございます。 

次に、火災後の対応についてでございますが、火災後、速やかに市の公式ホームページに火災

の被害写真を掲載し、広く情報収集に努めるとともに、火災に至った要因の検証として、施設の

構造や維持管理の方法などから原因を検証いたしましたが、火災の誘発に至る要素はなかったも

のと考えております。 
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なお、再発防止策といたしまして、警察への巡回監視の強化の依頼や、代替施設として設置を

しております仮設トイレに火気使用禁止の張り紙を貼り、啓発を図っているところでございます。

また、現在施工している工事におきまして照明をＬＥＤ照明に変更するなど、再発防止に努めて

おるところでございます。そのほかにも、地域団体などに不審者または不審物を発見したら情報

提供いただくよう、連携体制を構築しているところでございます。 

〇議長（神谷直子） 黒川議員、残り２分です。 

14番、黒川議員。 

〇14番（黒川美克） ありがとうございました。 

いずれにしましても、こういった犯罪や何かというのはやっぱり抑制するためには地域の目と

いうのが必要なわけですので、ぜひ今言われたように、いろんな団体だとかそういったところに

も協力をお願いして、ぜひこういった事件が起きないように、ぜひやっていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。これで終わります。 

〇議長（神谷直子） 暫時休憩いたします。再開は14時50分。 

午後２時39分休憩 

──────────────────────────────────────── 

午後２時50分再開 

〇議長（神谷直子） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、２番、荒川義孝議員。一つ、健康寿命延伸のための方策とその効果について ～予防医

療の観点から考える～、以上１問についての質問を許します。 

 ２番、荒川義孝議員。 

〇２番（荒川義孝） それでは、議長のお許しをいただきましたので、通告に従い、一問一答形

式で質問を行っていきます。 

令和７年版厚生労働白書によると、令和４年の平均寿命は男性81.05歳、女性87.09歳ですが、

健康寿命は男性72.57歳、女性75.45歳となっています。つまり、寝たきりになったり、介護を受

けたりしながら日常生活を送る期間が、男性で8.48年、女性で11.64年であるということです。 

健康寿命とは、健康上の問題がなく日常生活を自立して送ることができる期間のことです。 

今日まで我が国の経済発展は、医療技術の進歩を促し、死亡率を低下させ、長寿社会という恩

恵を生み出した一方で、高齢化は世界のどの国も経験したことのない速度で進行しています。 

長寿が長くなっても健康に支障が生じ、医療や介護が必要になる期間が長くなると、経済的に

も精神的にも大きな負担を生じます。個人の生活の質の低下を招くおそれがあり、医療費や社会

保障費の増加にもつながっていきます。今後もさらなる医療の進歩とともに、平均寿命はさらに

伸びることが予想されています。そのため、健康寿命が平均寿命以上に伸びないと日常生活に制

限のある期間が拡大し、本人の生活の質が低下するだけでなく、介護をする家族らの負担も大き



－115－ 

くなってしまいます。 

そのことからも、医療費や介護給付費など社会保障費の増大に伴う財政の圧迫も懸念されてお

り、健康寿命を延ばすことは喫緊の課題と言えるでしょう。 

平均寿命と健康寿命の差は、日常生活に制限のある不健康な期間をも意味します。健康寿命の

延伸は多面的な意義を持っていることからも、自治体は地域住民の健康を支援し、健康寿命を延

ばすための基盤を整備する重要な役割を担っていかなければなりません。 

住民の皆様が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現に寄与するものであります。

それを実現するための一方策として、予防医療の観点から考えていきます。 

まず初めに、本市の現状についてお聞きをしていきます。 

本市の年少人口、生産年齢人口、高齢者人口の推移についてお願いします。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 

〇市民窓口Ｇ（神谷直子） 本市の年少人口、生産年齢人口、高齢者人口の推移についてでござ

います。 

ゼロ歳から14歳までの年少人口は、平成以降、平成25年をピークに減少し続けており、令和８

年１月の年少人口は6,640人で、令和３年１月の年少人口と比較し、831人、11.1％減少しており

ます。また、総人口に対する割合は13.6％で、1.6％減少しております。 

次に、15歳から64歳までの生産年齢人口は、日本人が減少する一方、外国人の増加により、全

体として増加しており、令和８年１月の生産年齢人口は３万2,621人で、令和３年１月の生産年

齢人口と比較し、415人、1.3％増加しており、総人口に対する割合は66.7％で、1.1％増加して

おります。 

また、65歳以上高齢者、いわゆる老年人口は、団塊世代が老年人口に移行して以降、急激な伸

びはないものの増加し続けており、令和８年１月の老年人口は9,663人で、令和３年１月の老年

人口と比較し、252人、2.7％増加しており、総人口に対する割合は19.8％で0.6％増加しており

ます。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

総人口は減少していく中で、年少人口のほうも減少。高齢化率は全国的に見ても特段高いとい

うわけではありませんが、健康寿命を考えていく上では注視していくべきところでありますよね。 

医療費や介護などに関してよく見聞きするワード、健康寿命、平均寿命との関係性や違いが気

になっている人もいるでしょう。平均寿命が延びる中で、最後まで健康で生きたいと誰もが思う

はずです。 

それを推奨するため、健康寿命を延ばす政策が必要となりますが、本市の平均寿命と健康寿命

についてお願いします。 
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〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 本市の直近の平均寿命につきましては、令和２年の市区町村別生命

表に記載があります。その中で男性が81.1年、女性が87.0年と発表されています。 

健康寿命につきまして、日常生活、動作が自立している期間、すなわち要介護２以上になるま

での期間の平均と定義した場合、本市の健康寿命は男性が79.9年、女性が83.8年で平均寿命と健

康寿命の差は、男性が1.2年、女性が3.2年となっております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

本市の平均寿命と健康寿命の差は、男女ともに非常に小さいことに驚きました。 

医療費や介護給付費が増大しているという全国的な課題の中で、本市の年齢別死亡者の推移と

死亡要因の推移についてお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 年齢別の死亡者数の推移につきましては、愛知県衛生年報には市町

村別の年齢別データが掲載されていませんので、本市単独の内容は不明であります。 

そして、次に死因につきましては、令和４年の愛知県衛生年報によりますと、第１位ががん

（悪性新生物）、第２位が心疾患、第３位が老衰、第４位が脳血管疾患、第５位が肺炎となって

おります。 

推移における変化といたしまして、令和元年まで第３位であった脳血管疾患が令和２年以降は

第４位となり、老衰が第３位に上昇した点が挙げられます。それ以外の死因の順位に大きな変動

はありませんでした。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

老衰を除く、残りの慢性疾患である３疾患については、予防によって防ぐことができる可能性

があると言われている疾患ですよね。 

では、本市の生活習慣病をはじめとする疾病ごとの医療費の推移については、いかがでしょう

か。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 

〇市民窓口Ｇ（神谷直子） 令和４年度から令和６年度までの国保加入者における生活習慣病の

疾病ごとの医療費の推移について、国保データベースの区分に基づき、申し上げます。 

令和６年度の国保の生活習慣病の医療費において、最も多く占める疾病はがんで、以下、筋・

骨格の疾患、糖尿病と続いております。 

がんは常に医療費の最も高い位置を占めており、令和４年度で約４億3,000万円から、令和６

年度では約４億5,000万円と約4.7％増加しております。 
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次に、骨折や骨粗しょう症などの筋・骨格の疾患については、令和４年度は約１億6,000万円

でしたが、令和６年度は約１億8,000万円と約2,000万円、12.5％増加しております。 

次に、糖尿病につきましては、令和４年度では１億8,000万円でしたが、令和６年度は１億

6,000万円と約2,000万円、約11.1％減少しております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

少子高齢化を背景に、自治体の医療費負担は増え続けていますね。 

厚生労働省の令和５年度国民医療費の概況によりますと、令和５年度の国民医療費は48兆915

億円。10年前と比較して約17％増、20年前との比較で約45％増加しております。 

医療費を年齢階級別に見ると、65歳以上が27兆3,036億円で全体の60.6％、45歳から64歳が９

兆9,421億円で全体の22.1％です。すなわち、45歳以上の医療費が全体の約８割を占めています。

先を見据えて早期に対策しなければ、問題はよりいっそう深刻化しますよね。 

12月議会の私の一般質問、本市の財政見通しについて、持続可能な行財政運営に向けた方策は

において、人口減少や少子高齢化の進行による社会構造の変化から、市税などの歳入の大幅な増

加が見込めない一方、医療費、福祉費などの社会保障関連費が占める経常収支比率の増加につい

ての懸念と行財政改革について必要性を唱えました。 

健康寿命の延伸を財政健全化に向けた重要な方策の一つと捉え、医療費、介護費の伸びを適正

に管理していくべきと考えますが、本市の現状の推移と今後の展望について認識を伺います。 

〇議長（神谷直子） 福祉部長。 

〇福祉部長（竹内正夫） 経常収支比率が高止まりをして、社会保障関連費が財政を圧迫してい

る現状につきましては、持続可能な行財政運営を進める上で重要な課題であるとの認識をしてお

ります。 

御指摘のとおり、健康寿命の延伸は、市民一人一人が自分らしく自立した生活を送る期間を延

ばすだけではなく、医療費や介護給付費の伸びを適正に管理し、財政の硬直化を防ぐための実行

性の高い方策であります。 

今後の展望といたしましては、予防医療への注力が将来の財政負担軽減に直結するという認識

の下、目に見える成果を重視した施策展開を進めてまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございました。 

近年、多くの自治体で公的医療保険における収支のバランスが取れなくなり、財政状況が悪化

しています。これは国民皆保険という日本の医療システムが危機に瀕しているとも言える状況で

す。 

医療の支出イコール医療に係る費用が増えている原因は、主に２つあると考えます。 
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１つは、高齢者人口の増加で、もう一つは医療技術の高度化です。一方、医療の収入イコール

国民が納めている保険料が減少している原因は、経済成長の鈍化と労働人口の減少ではないかと

考えます。 

厚生労働省がまとめた国民健康保険の財政状況の資料によると、被保険者が前年より82万人減

った2022年度の収支差引額は、67億円の赤字です。 

予防医療への関心は個人の健康維持だけではなく、社会全体の医療費抑制や労働生産性の向上

にも直結する重要なテーマです。特に高齢化社会の進行、医療費・社会保障費の増大、健康意

識・ライフスタイルの変化のこの３つの社会的背景の予防医療が必要性を高めています。 

これらが複合的に作用することで、病気を治すから防ぐへという発想転換が求められていると

思います。予防医療が浸透することで健康寿命が延びれば、必然的に治療のために病院を利用す

る数も減少し、医療費を抑えることができます。また、個人としても健康で生きられるほうが人

生は豊かで楽しくなります。 

では、本市の予防医療についての考え方についてお願いします。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 予防医療は、一次予防（発生を防ぐ）、二次予防（早期発見・早期

治療）、三次予防の重症化・再発防止の３段階からなり、本市では第３次健康たかはま21計画の

下、特に一次予防、二次予防に重点を置いております。 

具体的には、特定健診、がん検診、予防接種、生活習慣病予防教室、栄養相談などを実施して

おります。予防医療が浸透することで、市民の方が健康を維持し、医療機関への受診を減らすこ

とができれば、生活の質の向上と医療費抑制の両方の効果が期待できると考えております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

健康寿命の延伸に向け、個人の行動と健康状態の改善は重要であり、そのため、生活習慣の改

善、これらの生活習慣の改善等による生活習慣病の予防に加え、生活機能の維持、向上の観点も

踏まえた取組を推進することが必要であります。 

厚生労働省の令和６年国民健康栄養調査結果の概要によると、食習慣や運動習慣について関心

はあるが改善するつもりはないと回答した人の割合が最も高い結果となっています。 

適切な栄養摂取は生活習慣病の予防や免疫力の向上、身体機能の維持に不可欠であります。自

治体が主導する栄養改善プログラムは、住民の食生活を見直し、バランスの取れた食事を実現し

ます。 

本市の栄養と食生活についての現状とその取組は、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 第３次健康たかはま21のアンケート調査によりますと、朝食をほと



－119－ 

んど食べない方が16歳から19歳で15.6％、20歳から29歳で16.4％。また、主食、主菜、副菜を揃

えて食べる頻度がほとんどない方が8.6％と若い世代の食習慣の乱れが顕著に表れていました。

特に懸念されるのは、20歳から29歳までの若い女性の約20％が痩せの状態にありまして、この痩

せは骨量低下や低出生体重児のリスクと関連しており、次世代の健康にも影響を及ぼしておりま

す。一方、男性の中高年層や女性の30歳以上では肥満が多く、生活習慣病リスクへの対応も同時

に必要な状況であります。 

こうした状況を踏まえ、母子保健、成人保健、介護予防の各事業におきましては、年代に応じ

た栄養指導を実施しており、特定健診でメタボリックシンドロームのリスクが高い方に対しては、

個別の栄養指導を行っております。食習慣の改善は、生涯を通じた継続的な取組が必要であるこ

とから、特に若い世代への働きかけを強化してまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

では、運動は筋力の維持、向上、心肺機能の改善、ストレス解消など、多方面にわたる健康効

果をもたらします。適度な運動習慣は、転倒予防や認知症予防にも寄与し、健康寿命の延伸に直

結します。 

身体活動と運動についての取組と課題については、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 同じ調査によりますと、仕事以外の場で意識的に運動している方が

43.9％いる一方で、運動していない方が49.6％おり、約半数の方が運動できていない状況であり

ます。また、週２回以上、１回30分以上の運動を１年以上続けているという条件を満たす継続的

な運動習慣が定着している方は28.6％にとどまり、６割以上の方に継続的な運動習慣がない状況

でありました。 

取り組まれている運動の種類は、散歩、ウォーキングが34.4％、体操、ストレッチが19.4％と

日常生活の中で気軽に取り組める運動が中心となっております。一方で、市内小学校５年生の１

週間の運動時間は平均486.1分と、愛知県全国平均を男女ともに上回っていました。子供の頃の

活発な運動習慣が大人になると途切れてしまう点が、本市の大きな課題であると認識しておりま

す。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

ここは高齢期に向けての投資であり、くっきりと分かれてしまいますよね。 

では、睡眠と休養、飲酒と喫煙について、本市の健康づくりを進めていく上での課題について

はいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 



－120－ 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 同じ調査で、日頃の睡眠が足りないと感じている方が60.8％と高い

水準にありました。 

飲酒につきましては、生活習慣病のリスクを高める量の飲酒をされている方が13.2％と愛知県

平均よりも高く、さらにそのリスクを高める飲酒量を知らない方が78.3％に達しており、リスク

に関する認知そのものが不足している点が課題と捉えております。 

喫煙については、20歳以上の喫煙率が16.7％あり、特に女性の喫煙率が県平均より高いことが

懸念されます。 

飲酒と喫煙、睡眠は相互に影響し、飲酒、喫煙などには依存性があり、行動変容が難しいこと

から、知識の普及にとどまらず、特に妊婦や20歳未満の方への重点的な取組が必要であると考え

ております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

依存性や精神面といったところも起因するため、取組が非常に難しくなっていくと思います。 

それでは、生活習慣病の発症予防や重症化予防についての取組について、お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 本市では、第３次健康たかはま21の下、乳幼児期からの食生活指導、

市内全小学校での生活習慣病予防教室、成人・高齢者を対象とした健康教育、フレイル予防の健

康教育など、生涯の各段階に応じた発症予防の取組を行っております。 

また、特定健診をはじめとする各種健診、がん検診、骨粗しょう症検診、成人歯科健診により、

疾病の早期発見、早期治療につなげるとともに、健診結果を基にリスクの高い方には、保健師な

どによる個別の保健指導を行い、重症化予防にも取り組んでおります。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

生活習慣病は健康長寿の最大の阻害要因とされており、医療費の約３割、死亡者数の約６割を

占めています。超高齢化社会の我が国では、自治体において、地域住民の健康寿命の延伸や医療

費の適正化を図るための施策の一環として、生活習慣病の予防、特に青年、壮年、中年期からの

生活習慣病の予防に断続的に取り組むことが重要ですよね。 

高齢者の割合が人口の21％を超えている状態である超高齢化社会、高齢者の割合が増えるほど

医療費も増大するため、健康長寿をいかに伸ばせるかが重要です。 

本市の高齢者の健康状況と要支援、要介護の現状についてお願いします。 

〇議長（神谷直子） 介護障がいグループ。 

〇介護障がいＧ（藤 克幸） 高齢者の方の健康意識は比較的高いものがありまして、第９期介

護保険事業計画策定時のニーズ調査におきまして、71.7％の方が自分で健康だと思うかの問いに
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対して、とてもよい、もしくは、よいと回答をされております。 

要介護認定者数につきましては、令和７年12月末現在で要支援者は526名、要介護者は1,166名

の合計1,692名となっております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

本市の高齢者の健康意識の高さは、平均寿命と健康寿命の少ない差の裏づけとなっております

よね。 

では、要支援者、要介護者について、介護が必要となった要因とその対応についてお願いしま

す。 

〇議長（神谷直子） 介護障がいグループ。 

〇介護障がいＧ（藤 克幸） 介護が必要となった主な要因については、先ほども話しましたニ

ーズ調査の結果によりますと、骨折・転倒が24.9％と最も高く、次いで高齢による衰弱が24.5％、

脳卒中、脳出血、脳梗塞等が15.2％、脊髄損傷が12.1％となっております。転倒や衰弱といった

生活環境の整備やフレイル予防によって防げる要因が高い割合を占めていることが特徴でござい

ます。 

こうした要因への対応につきましては、地域包括支援センターが医療機関や御家族などからの

相談を幅広く受け付け、その方の心身の状態に応じた適切な介護認定の御案内ですとか、一人一

人の状況に合わせた必要な支援へと速やかにつなげることで、生活の安定と重度化の防止を図っ

ております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

高齢者の健康は心身の機能に障害なく、すなわち要介護のリスクを回避しつつ、活力を持って

日々の生活を営むことを可能にすることにより増進されます。 

高齢者の健康と社会参加についての考え方については、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 本市では、高齢者が地域の中で役割や居場所を持ち、世代を超えた

交流ができる環境づくりを進めております。生きがい活動や地域コミュニティ活動への参加促進、

健康自生地やまぜこぜの居場所など、多様な方たちなどが集える居場所づくりを通じて、高齢者

が孤立することなく、活力を持って暮らし続けられる地域社会の実現を目指してまいりました。 

介護予防や健康づくりの観点から、今後も関係部局と連携しながら、高齢者の社会参加を支援

していきたいと考えておりますので、よろしくお願いします 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 
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近年、地域住民と連帯意識などの指標であるソーシャルキャピタル、人々の協調的な行動を促

す信頼、互酬性の規範、ネットワークが健康に関連していることが明らかにされました。 

21世紀における国民健康づくり運動「健康日本21」においても、ソーシャルキャピタルの概念

が導入され、健康づくりにおけるソーシャルキャピタルの意義が定着しております。 

食生活や運動と社会参加を関連づけた取組についての考え方と実践状況は、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 食生活の改善や運動習慣の定着は個人の取組にとどまらず、地域の

方々が共に取り組むことで、社会的なつながり、いわゆるソーシャルキャピタルの醸成につなが

るものと考えております。 

食生活、運動と社会参加を明確に関連づけた取組につきましては、現時点では体系的に実施で

きている状況にはなく、今後の課題として認識をしております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

社会参加により、高齢者は社会的なつながりを確認することができます。さらに、健康な高齢

者が健康に不安のある高齢者を助けるといった助け合いに発展することもあるでしょう。元気に

自立した生活を送ることができる高齢者を増やし、自治体の財政負担を減らすためにも、フレイ

ル予防は早急に取り組むべき重要な課題でもあります。 

フレイルには、身体的、社会性、心・認知の３つの要素がありますが、本市の取組はいかがで

しょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 現在、取り組んでいます「脳とからだの健康チェック」事業では、

認知機能検査と併せて、フレイルの指標でもあります握力や歩行速度の測定、体重、体脂肪、筋

肉量の評価を行い、その結果を個人にフィードバックすることで、自身の健康状態の把握と気づ

き、早期からの予防行動につなげております。 

フレイルの進行と認知症の発症は密接に関連していることから、フレイル予防の視点を介護予

防事業全体に浸透させ、関係部局と連携しながら一体的に取り組んでまいります。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

今後、スマートフォンやパソコンを使いこなす高齢者が増加するのに伴い、ＩＣＴなどを活用

したフレイル予防もさらに広がっていくことでしょうね。 

2008年から健康診断の結果や診療報酬明細（レセプト）などが電子化され、医療データを蓄積

できるようになりました。医療機関は、健診・保健指導のデータとレセプトデータを突合し、一

人一人に合った健康増進プログラムの紹介が可能であります。また、デジタル技術の進化により、
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健康管理の手法も大きく変化しています。 

自治体がデジタル技術を活用することで、個々の住民に対する健康支援を効率的かつ効果的に

行うことが可能になります。これに健康管理アプリ、遠隔医療サービス、ＡＩによる健康予測シ

ステムなどが含まれます。データに基づいた健診の必要性を伝えて受診者の行動変容を促すこと

により、健診受診の促進にもつながります。 

データヘルスの積極的な活用、近年は大量のデータを分析して病気を予防し、医療費の増大を

抑制しようとする取組が進んでいますが、本市においての活用状況はいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 

〇市民窓口Ｇ（神谷直子） 高浜市国民健康保険では、総医療費と生活習慣病の推移や性別、年

齢別の特定健診受診率及び特定健診における所見者割合などのデータを用いて、高浜市の健康課

題を抽出し、データヘルス計画を策定しました。 

データヘルス計画では、課題に応じた保健事業を実施しており、具体的には、健診やレセプト

データを活用し、生活習慣病リスクが高い方や、健診結果に異常値がありながら放置している方

を抽出し、受診や早期治療を勧奨し、重症化を防ぐ取組を行っております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

データヘルス計画は、厚生労働省が2015年度から保険事業の運営、実施主体である保険者に対

して、実施を義務づけている取組であります。 

保険者は、データヘルス計画の策定及び実施を通じて加入者の健康増進を実現することが求め

られていますが、本市の計画について詳しく教えてください。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 

〇市民窓口Ｇ（神谷直子） 本市のデータヘルス計画は、令和６年４月に第３期データヘルス計

画を策定いたしました。 

第３期データヘルス計画では、計画期間を令和６年度から令和11年度までとし、生活習慣病の

発症及び重症化の予防を図り、医療費の適正化を目指すことを計画全体の目的として、現在、計

画を進めているところでございます。 

個別事業計画として、特定健康診査事業や特定保健指導事業、糖尿病性腎症重症化予防事業な

どの事業を計画しており、具体的には、特定健康診査事業では、メタボリックシンドロームに着

目した健診を実施し、生活習慣病の早期発見と生活習慣の改善のきっかけを図り、特定保健指導

事業では、健診結果やレセプトデータから対象者を抽出し、メタボリックシンドロームに着目し

た保健指導を実施することにより生活習慣病の予防を図り、糖尿病性腎症重症化予防事業では、

糖尿病の初期の段階で治療を行えるよう受診勧奨などを行うことで、重症化予防を図るなどの取

組を行っております。 
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〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

ＰＨＲ（パーソナルヘルスレコード）は、生涯にわたる個人の健康、医療に関わる情報、個人

の健康や身体の情報を記録した健康、医療、介護のデータのことであります。本人の意思の下に

ＰＨＲを活用することで、例えば自分の健康状態に関するデータの管理、閲覧、健康状態に基づ

いたレコメンドの受け取り、かかりつけ医や近隣の医療機関、自治体などの第三者へのデータ閲

覧、提供などのＰＨＲサービスを通じて、私たち一人一人の健康増進につなげることができます

が、本市ではどのように活用できると考えますか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） ＰＨＲは、３つの場面で活用できると考えております。 

１つ目は、市民自身による健康管理への活用です。 

特定健診の結果や日々の健康データを継続的に確認することで、市民一人一人が自らの健康状

態を把握し、生活習慣の改善に主体的に取り組むことが可能となってまいります。 

２つ目は、保健指導への活用です。 

蓄積された健康データを基に、生活習慣病のリスクが高い方やフレイルの兆候がある方を早期

に把握し、保健師、管理栄養士などによる個別の保健指導をより効果的に実施することができま

す。 

３つ目は、保健施策の立案への活用です。 

特定健診、医療費、介護認定などのデータを組み合わせて分析することで、市全体の健康課題

を的確に把握し、効果的に施策の立案につなげることができると考えています。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

ＰＨＲは、個人の生涯にわたる健康を支え、より質の高い医療を実現するための鍵として、社

会の基本インフラとなることが以前から期待されています。その適切な普及に向けては、技術的

な課題だけではなく、多様なステークホルダーが信頼し、参加できるためのルール、すなわちガ

バナンスの構築が不可欠であります。単なる個人の健康管理ツールを超え、市民参加型のまちづ

くりとレジリエントな社会を支える基盤となる可能性を秘めていると思います。 

2024年４月にスタートした「健康日本21（第三次）」では、健康寿命の延伸、健康格差の縮小

が目標として掲げられています。その中で健康格差とは、地域や社会経済状況の違いによる集団

における健康の状態の差と定義されています。健康格差は、年齢や性別など変え難い特質の要因

と世帯の経済状況、教育水準、居住地域などといった社会的な要因によって生じます。 

健康状態の差は本人の責任ではなく、社会が引き起こしている社会的な要因が健康格差を引き

起こしていると考えますが、本市の状況はいかがでしょうか。 
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〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 本市におけます健康格差の実態について、直接、示すデータは現時

点では把握できておりません。しかしながら、特定健診の受診率や健診結果などを見ると、地域

や世帯の状況によって差異が生じている可能性は十分考えられ、健康格差は存在しているものと

認識をしております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

健康格差の実態の把握に努めていただくようお願いをいたします。 

この健康格差は時代によっても変化しています。特に社会的なストレスを抱えている人にとっ

ては、遠い将来のことを意識した健康づくりよりも、目の前の苦しみやストレス発散の優先度が

高いでしょう。そのため、健康づくりをしましょうというメッセージが非常に届きづらいようで

すよね。 

では、健康無関心層とも言える方々に振り向いてもらうための方策が必要であります。健康づ

くりの対策で一般的に行われているのが健康に関する知識の普及、啓発でありますが、これには

健康格差を広げてしまうリスクがあります。なぜなら、知識を得て健康になるのは、もともと健

康に興味があって、既に健康な方々であることが多いからです。 

健康格差を減らすには知識を広めるだけではなく、健康に気を遣うゆとりのない方々にも効果

のある施策が必要だと思いますが、その見解についていかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 議員の説明のとおり、知識の普及、啓発は健康づくりの基本的な手

段でありますが、もともと健康意識の高い方には届きやすい一方、最も支援が必要な健康無関心

層や生活にゆとりのない方々には届きにくいという限界があると認識をしております。 

健康格差を縮小するためには、こうした方々にも自然に届く施策、すなわち健康を意識する余

裕がない方々も含め、誰もが日常生活の中で意識しなくても自然と健康的な行動を取れる環境を

整える施策が必要であると考えます。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

健康格差対策では、社会的なリスクを抱えた一人を見つけ出し、個別に対応していくハイリス

クアプローチも重要でありますが、社会環境に目を向けたオペレーションアプローチ、すなわち、

まちづくりを重視していくべきだと考えます。 

個別の対応をしていても社会環境が変わらなければ、新たに社会リスクを抱える人の出現を防

止できないと考えますが、どのようなアプローチが必要だと考えますか。お願いします。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 
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〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 健康格差の縮小には個別対応にとどまらず、誰もが自然に健康的な

行動を取れる社会環境を整えるアプローチが重要になってまいります。 

具体的には、市民が日常の中で自然に集い、つながり、支え合える場や機会を地域の中で根づ

かせていくことが健康格差の縮小に向けた根本的なアプローチになるものと考えております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

そうですよね。健康格差対策は、国、自治体、コミュニティなどいろいろなレベルでの取組が

考えられます。それぞれの取組だけではなく、それぞれの特性を生かして組み合わせた重層的な

対策が必要ではないでしょうか。 

行政と住民との関係に変化が生じてきています。この変化に対応するには、ソーシャルキャピ

タルの理解と活用が重要であります。ソーシャルキャピタルにも、個人レベル、コミュニティレ

ベル、社会レベルなど階層構造が考えられます。 

このような重層構造において、各レベルの対策を有効に組み合わせることが必要だと考えます

が、本市はどのように方策を講じていきますか。お願いします。 

〇議長（神谷直子） 福祉部長。 

〇福祉部長（竹内正夫） 健康格差対策における重層的なアプローチの必要性については、本市

としても認識をしているところであります。しかしながら、国、自治体、コミュニティ、それぞ

れのレベルを有機的に組み合わせた対策については、現時点では具体的な取組には至っておらず、

各レベルの対策をどのように組み合わせ、有効に機能させるかについても、引き続き、研究、検

討が必要な段階であるというふうに考えております。 

今後は、国やほかの自治体の動向を注視しながら、本市の実情に応じた重層的な健康格差対策

の在り方について検討を進めていきたいというふうに考えております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

ソーシャルキャピタルを豊かにすることで、健康格差を減らせるかどうかという研究も行われ

ています。地域のつながりを増やすことで、健康によい影響をもたらす可能性があります。 

厚生労働省は2020年度から、予防医療への取組が不十分な自治体への財政支援交付金を減額す

る制度を導入しております。自治体は事実上、罰則つきで予防医療にさらに本格的に取り組まな

ければなりません。保険者努力支援制度とも呼ばれ、それぞれの自治体は様々な予防医療、健康

づくりに関する項目に対して取組を行い、その達成状況によって支給額が審査される仕組みであ

ります。健診・保健指導による医療費削減効果を上げるためにも、特定健診と特定保健指導の実

施率向上が必要であります。 

厚生労働省の検証によると、特定保健指導を受けた方の翌年度の医療費は、保健指導を受けな
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かった方に比べて低くなることが分かっています。したがって、健診の受診率だけでなく、特定

保健指導の実施率も重要な指標となります。 

市町村分の保険者共通の指標により取り組む必要がある項目の一つ、特定健診において、特定

保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率についての取組はいか

がでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 

〇市民窓口Ｇ（神谷直子） 過去３年の特定健診受診率は令和４年度が41.3％、令和５年度が

39.9％、令和６年度が41.6％とあまり増減はございません。 

次に、特定保健指導の実施率は、業者に委託している事業でございまして、近年アプローチの

難しさを感じており、令和４年度が19.8％、令和５年度が11.3％、令和６年度が6.7％と年々減

少しております。 

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合は、令和４年度が27.2％、令和５年度が

27.1％、令和６年度は25.4％と僅かに減少しております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

特定保健指導の実施率の減少が少し気になりますよね。 

特定健診において、特定保健指導に加えて、他の健診の実施や健診結果に基づく受診勧奨との

取組の実施状況については、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 

〇市民窓口Ｇ（神谷直子） 健診は全て医療機関へ委託しており、特定健診受診券とがん検診受

診券を同封して案内しており、受診率向上に努めております。また、口腔内の健康保持増進のた

め、歯科健診や歯科に関する講話や相談を行っております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

「特定健診未受診者へのアンケート調査からみた未受診の要因と対策」という論文によります

と、健診未受診の理由として挙げられた最も多い回答は、通院しているからであります。通院時

の検査は治療目的であり、病気を早期発見して重症化を防ぐ特定健診とは目的が違うことを周知

していかなければなりません。そのほかの理由は、仕事や家事が忙しい、費用がかかるといった

回答も目立ちます。また、特定健診への希望としては、自己負担料金の無料化、夜間や土日も受

診可能、健診を受けられる場所や期間を増やすなどが挙げられています。 

健診・保健指導への正しい理解を促すためにもプロモーションが重要ですよね。 

では、糖尿病の重症化予防の取組の実施状況については、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 
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〇市民窓口Ｇ（神谷直子） 高浜市国民健康保険では、糖尿病の初期段階で治療し、重症化を予

防するため、生活習慣病重症化予防事業を行っております。 

この事業は委託事業者が、本市が提供するデータからデータベースを構築し、特定健診異常値

放置者や生活習慣病治療中断者等の対象者を抽出し、委託業者から対象者に対し、電話や面談に

よる生活の聞き取りと保健指導を行うなどの糖尿病性腎症化予防プログラムを実施しております。

この保健指導プログラムは、最低２回の面談と１回当たり30分の電話による個別保健指導を10回

行い、必要時には主治医へ説明等、連携するなどを行っております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

これらの取組が糖尿病の医療費削減につながっていますよね。 

では、広く保険加入者に対して行う予防・健康づくりの取組の実施状況は、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 

〇市民窓口Ｇ（神谷直子） 加入者に限らず、毎月、市では毎月第２木曜日に、シルバー人材セ

ンターで開催しております、おいでん茶屋にて保健師による健康相談会を実施しているほか、健

幸セミナーとして、薬剤師や理学療法士などによる健康講座並びに健康チェックなどを行ってお

ります。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

個人へのインセンティブの提供や分かりやすい情報提供の実施という観点からも取組が確認で

きます。 

加えて、保険加入者の適正受診、適正服薬を促す取組の状況については、いかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 市民窓口グループ。 

〇市民窓口Ｇ（神谷直子） レセプトデータから、薬の重複投与者や多剤投与者を抽出し、該当

がある場合は適正な受診、適正な服薬をするよう個別に通知しております。 

また、市ホームページにセルフメディケーションについて掲載し、周知、啓発を行っておりま

す。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

特定健診や保健指導の実施率の向上や後発医薬品等の利用促進を行い、医療費の適正化が求め

られています。このように多岐にわたる課題に対して、取組結果を出す必要性が迫られてきまし

た。 

予防医療は病気を未然に防ぐだけではなく、早期発見や重症化の防止までを包括的に捉えた考

え方です。健康寿命の延伸や医療費抑制につなげる重要な施策であるにもかかわらず、十分に普
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及していません。 

その背景には制度的な課題と個人の意識、行動に関わる課題が複合的に影響しております。個

人レベルでは、予防の必要性を実感しづらいことが普及の壁となっております。医療費自己負担

が軽いため大きな損失を感じにくく、定期健診や生活習慣改善へのモチベーションが上がりにく

いためであります。また、予防の効果は長期的に表れるため、短期的な成果が見えにくい点も課

題となっています。 

予防医療には、一次予防、二次予防、三次予防が先ほど答弁いただきましたが、中でも一次予

防は病気を予防するために重要な段階とされています。 

一次予防、二次予防、三次予防におけるそれぞれの取組について、お答えください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 本市におけます一次予防といたしましては、乳幼児期からの食生活

指導、市内全小学校での生活習慣病予防教室、成人、高齢者を対象とした健康教育、栄養相談、

健康づくり推進員による地区活動などを通じて、病気になりにくい体づくりと生活習慣の改善に

取り組んでおります。 

二次予防といたしましては、各種健康診査、がん検診、骨粗しょう症検診、成人歯科健診など

を実施し、疾病の早期発見と早期治療につなげております。 

三次予防といたしましては、糖尿病性腎症の重症化予防プログラムの実施、生活習慣病の治療

中断者へのフォローアップ、健診異常値を放置している方への受診勧奨などを行い、疾病の重症

化防止と再発予防に取り組んでおります。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございました。 

御答弁いただきました取組から、予防医療は生活習慣病や慢性疾患の発症、早期発見、重症化

を防ぐことで将来的に必要な医療費や介護費の増加を抑制し、健康寿命の延伸を図ります。結果

的に介護を必要とする期間を短縮し、ＱＯＬの向上につながるメリットであることは確認できま

したが、では反対にデメリットについてはいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 予防医療のデメリットとしまして、３点ほど上げますと、第１に効

果の見えにくさとなります。 

健診や予防接種によって、疾患を発症しなかった場合、それが予防の効果によるものか、もと

もとの健康状態によるものかが判断しにくく、予防の価値が実感されにくい面があります。 

第２に、過剰診断、過剰治療によるリスクです。 

がん検診では、本来、治療が不要な段階のものが発見され、不必要な精密検査により受診者に

心理的負担や医療費が生じることがあります。 
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３つ目には、副反応などのリスクです。 

予防接種は極めてまれではありますが、副反応が生じる可能性があり、ゼロリスクではありま

せん。以上です。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございました。 

予防医療は個人の健康維持だけではなく、社会全体の医療費抑制や労働生産性の向上にも直結

する重要なテーマと何度も言ってまいりました。 

2025年問題、いわゆる団塊の世代が75歳以上となり、全人口の５人に１人が後期高齢者になる

と推計されています。加えて、認知症高齢者の数は2012年の462万人から2025年には700万人、65

歳以上の高齢者の５人に１人に達するという推計があり、今後も増加が続く見通しであります。

また、生産年齢人口と出生者数も年々減少が続いており、高齢化社会を支える現役世代の労働力

不足が懸念されています。さらに、2040年問題、2040年には世代人口が多い1971年から74年生ま

れの団塊ジュニアが65歳を超えるため、高齢者人口の増加がピークに達すると予測されています。

先を見据えて早期に対策しなければ、問題はよりいっそう深刻化しかねない状況であります。 

予防医療の推進によって健康寿命が延伸することは、将来的な医療費や医療給付費の急激な増

大を抑制し、本市の財政の持続可能性を高める効果があると考えますが、将来の財政見通しにお

ける健康寿命の延伸の効果について、市はどのように考えているのか伺います。 

〇議長（神谷直子） 福祉部長。 

〇福祉部長（竹内正夫） 健康寿命の延伸がもたらす医療・介護給付費の抑制効果は、将来にわ

たる安定した行政運営を支える大きなメリットがあるものだというふうに捉えております。 

今後、高齢化がさらに進む中で市民がいつまでも元気に暮らせるまちづくりを進めることは、

行政サービスを将来にわたって提供し続けるための優先的な課題であるというふうに考えており

ます。単に病気を防ぐという枠組みを超えて、財政を保ち、次世代に負担を残さないための仕組

みづくりが必要であるというふうに考えております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

ちょっと視点を変えて、消費とは個人の生き方を映す鏡、ライフスタイルそのものであります。

また、人々はあらゆる消費行動を通じて、絶えず他者や社会とコミュニケーションを取っている

とされています。健康寿命が延伸し、社会参加が促進されればされるほど外出機会は増加し、こ

のことは消費の増加効果となって発現すると考えます。 

ＱＯＬの向上効果の中で、経済、消費に関する効果をどのように考えますか。お願いします。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 健康寿命の延伸によって自立した生活が維持されることで、外出機
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会が増え、地域の商業施設の利用や文化、スポーツ、地域イベントへの参加が活発になり、高齢

者が消費者として地域経済に関わる機会が広がり、地域内消費の拡大につながるものと考えてお

ります。健康寿命の延伸と社会参加の促進が進むことで、こうした経済、消費面への波及効果が

生まれる可能性があるものと認識しております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 

元気で経験、知識、技能も豊かな高齢者が社会で活躍しないことは、貴重な知の流出、喪失を

意味すると考えます。 

高齢者の社会参加は、教育の場がとりわけ人材育成、知的支援による人づくりや地域社会に培

われた文化の継承、発展の場である以上、教育や文化の促進、普及をもたらします。 

同時にこのことが地域社会、経済の発展に資すると考えますが、健康寿命が延伸することによ

る教育、文化の促進効果についての考えはいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 文化スポーツグループ。 

〇文化スポーツＧ（鈴木明美） 人生100年時代と言われる中で、市民の皆様方が培ってきた知

恵や技能、経験は、高浜市の教育や文化において大きな財産であると考えております。健康が損

なわれますと、その財産を引き継ぐ機会を喪失することになりかねませんので、健康寿命の延伸

というのは、教育・文化の促進に大きな効果があるというふうに認識しております。 

本市では、現在、市誌を読む会やたかはま歴史散歩、たかはま夢・未来塾事業など、市が実施

している様々な事業のほか、まちづくり協議会やたかはま歴史探検隊をはじめ、地域や市民団体

が主体となって実施している多くの取組がございまして、高齢者をはじめ多くの方々が携わって

おられます。 

今後も市民の皆様方が持っている力を、人づくりやまちづくりへ出し合える機会を引き続き、

広げてまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

この社会参加とは、反対に社会的孤立（孤独）の状態は、人との交流が失われた閉じこもりの

リスクを惹起し、閉じこもりの状態は心のストレスや体の機能の低下をもたらし、最終的には死

に至るという危険性をはらんでいます。 

健康寿命の延伸により、社会的孤立（孤独）の抑止効果とその施策についてお答えください。 

〇議長（神谷直子） 福祉部長。 

〇福祉部長（竹内正夫） 本市の第２次自殺対策計画策定のための市民意識調査では、70歳以上

の男性の35.3％が不安や悩みごとがあったときに、相談できる人・ところがないと回答をしてお

り、高齢男性の孤立リスクの深刻さが浮き彫りになっております。 
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健康寿命の延伸により自立した生活が維持されることは、外出や社会参加の機会を自然に広げ、

孤立、閉じこもりの防止につながる効果があると考えております。 

こうした考え方の下、高齢者が地域の中で役割や居場所を持ち続けられる環境づくりを進める

とともに、見守りサービスなどを通じた孤立防止を取り組んでいるところであります。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

最近の研究では、孤独が私たちの肉体的、精神的健康を損なうことが分かってきております。 

例えば、定年退職後の男性が鬱になるケースが問題視されていますが、主な理由は地域での孤

立と見られます。地域内のつながりを増やし、地域の孤独、孤立を解消することは、健康寿命を

延ばす上で大きな効果があると考えます。 

町内会活動の促進と健康寿命の延伸もうまく連動できるといいですよね。 

予防医療推進における健康寿命延伸の効果についてお聞きしましたが、超高齢化社会の最前線

にある我が国において、地域の健康づくりや介護予防は、もはや自治体単独で解決できる問題で

はなくなりつつあります。住民の健康寿命の延伸やＱＯＬ向上といった大きな課題は、一つのソ

リューションだけでも達成できるものではありません。官民連携により、組織の壁を超えて共通

のアジェンダを掲げ、互いの強みを出し合いながら、課題解決を目指すアプローチが必要であり

ます。 

本市は、特定の分野に限ることなく、市民生活の幅広い分野において、地域の活性化や市民サ

ービスの向上に努める取組を進めるため、企業などの団体と包括連携協定を提携してみえます。 

健康増進やヘルスケア領域において、連携協定の内容と取組実績及びその効果についてはいか

がでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 健康増進・ヘルスケア領域におきましては、生活協同組合コープあ

いち、大塚製薬株式会社、中北薬品株式会社、株式会社スギ薬局、明治安田生命保険相互会社、

三河ベイフットボールクラブ株式会社、シーホース三河株式会社など、包括連携協定を締結して

おり、健康づくりの推進、食育活動、感染症予防、熱中症対策、スポーツを通じた健康増進など

の分野において、各協定先と連携を図っております。 

取組の実績につきましては、各協定先との連携の下で個別の取組を実施しているものの、現時

点では体系的な整理が十分ではなく、効果についても具体的にお示しできるまでに至っていませ

ん。引き続き、各協定先と連携を深めながら、取組の実績と充実、効果の把握を進めてまいりた

いと考えておりますので、よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） ありがとうございます。 
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そうですね。取組の充実、実績、効果ということで、今後また経過について教えていただきた

いと思います。 

先般、議員にも配られました、ジチタイワークス２月号でも紹介されていますが、北海道深川

市の事例であります。市長もよく御存知ですよね。東京オリンピックや各種プロスポーツ、大学

等と連携を図る健康支援事業者と官民共創を行い実績を上げている、「深川市 予防習慣100日

チャレンジ」と銘を打ち、市役所を会場として健康や運動、食事指導を組み合わせた集中プログ

ラムを実施しております。目標の300人を超える400人が参加し、健康を促したい層にアプローチ

したい仕組み、参加者を他の健康事業や健診へ誘導する。また、参加者間の活発なコミュニケー

ションを創出するとともに、この驚いたのが、健康指標の改善が見られた参加者は９割近くを占

める結果となりました。 

ぜひとも、この事例、本市においても取り組んでみたらいかがでしょうか。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 健康事業への参加者が集まりにくい働き盛り世代へのアプローチが

難しいという課題は、本市においても共通しており、深川市の官民共創による集中プログラムの

手法は、こうした課題への有効なアプローチになり得るものと考えております。公園、運動、食

事指導を組み合わせた集中プログラムと参加者同士のコミュニティ形成、他の健診や健康事業へ

の誘導という一貫した設計は本市においても参考にすべき取組だと認識をしております。 

包括連携協定を締結している企業のノウハウや人材を活用しながら、こうした官民共創型の集

中プログラムの導入を調査、研究してまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

ところで、ＳＩＢ（ソーシャルインパクトボンド）は、民間資金を活用して、社会課題解決型

の事業を実施し、その成果に応じて地方自治体が対価を支払うスキームであります。 

事業者は、成果を創出した場合にのみ対価が支払われ、また成果がより創出されるほど対価が

大きくなることから、事業者に成果創出のインセンティブが働き、結果として地方自治体は高い

成果の創出を期待できます。 

社会的課題解決による行政コストの削減額の一部が原資となることから、ＳＩＢを導入するこ

とによって、地方自治体は行政コストの削減が見込まれます。 

八王子市における大腸がん検診受診率、精密検査受診率向上事業、兵庫県川西市ほかで、健康

無関心層を行動変容させるヘルスケア事業など、ヘルスケア領域においてＳＩＢが活用されてい

ます。ヘルスケア分野では、費用対効果について考えない日はないというくらい施策についての

評価が求められますが、本市でもぜひとも活用を提案したいと思います。 

様々な観点から検証が必要ではありますが、可能性についてはいかがでしょうか。 
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〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） ＳＩＢは、民間の創意工夫を生かしながら、行政コストの削減と社

会課題の解決を同時に図ることができる点で、本市が抱える課題への対応策として興味深いスキ

ームであると認識しており、議員の御提案は大変参考になるものと受け止めております。 

成果指標の設定、契約内容や設計、個人情報保護など、整理すべき課題も多いことから、まず

は八王子市や川西市などの先進事例を調査研究した上で導入の可能性について検討してまいりた

いと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（神谷直子） ２番、荒川議員。 

〇２番（荒川義孝） どうもありがとうございます。 

経済産業省では、ヘルスケア分野、医療、健康及び介護において、このＳＩＢによる課題解決

の実績がないテーマを中心に案件形成支援を行っておりますので、ぜひとも御検討いただきたい

と思います。 

それでは、生きる上で何を重視するかは人によって異なりますが、趣味や仕事といった生きが

いがある、食事やスポーツを楽しめているという人はＱＯＬが高いといえるでしょう。逆に、病

気で自由に動けなかったり、体調不良が続いていたりするとＱＯＬは低下してしまいます。 

長い人生を楽しく健やかに過ごすためには、病気を予防してＱＯＬを向上させることが大切で

あります。 

予防医療は医療費を削減することや、医療制度を維持することにもつながります。年齢を重ね

ると、病気やけがで治療を受ける場面が増えるため、全体の医療費も増大してしまいます。医療

費が増えることで健康保険料の引き上げを招き、現状の医療制度の維持が難しくなったりするこ

とも考えられます。 

予防医療は個人の問題であるだけではなく、社会全体の課題でもあります。 

ここで予防医療を進めるために、まず第１はコミュニティ特性に合わせた施策の展開でありま

す。所属するコミュニティの特性に応じた各人の健康状態や興味が変わることがあり、均質で画

一的な対策ではなく、それぞれの特性に応じた施策を打ち出す必要があります。 

第２は、健康活動参画のための動機づけ。健康を単に促すだけでは人は動きません。楽しさ、

競争意識の刺激、経済的メリットなどの動機づけが重要となります。 

そして、３つ目は、分野横断的な連携によるサポートであります。健康活動に求められる多様

な機能、役割を一つの組織が担うことは非常に難しいことであります。複数の組織が連携し、そ

れぞれの知見やノウハウを生かせる体制を構築することが不可欠であります。 

そして最後に、データに基づく評価、検証プロセスであります。中期計画で目標を定め、健診、

問診、医療費の状況を毎年分析、進捗状況を確認し、次の施策を検討するというサイクルを回す

ことが必要であります。 
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こうした施策で重要なのは、ついやってしまうといった、私たち人間の特性をうまく利用して、

望ましい行動をそっと後押しすることです。 

行動経済学研究でノーベル経済学賞を受賞したリチャード・セイラー氏などは、これを「ナッ

ジ」と呼んでいますよね。選択の自由を保障しながらもよい選択ができるように、緩やかに誘導

する、リバタリアン・パターナリズムの考えは、今回の施策にも応用できますことをお伝え申し

上げまして、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

〇議長（神谷直子） 暫時休憩します。再開は16時５分。 

午後３時56分休憩 

──────────────────────────────────────── 

午後４時５分再開 

〇議長（神谷直子） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、６番、今原ゆかり議員。一つ、ＲＳウイルス感染症対策と肺炎予防について、以上１問

についての質問を許します。 

 ６番、今原ゆかり議員。 

〇６番（今原ゆかり） 議長のお許しをいただきましたので、通告に従い、一問一答方式で一般

質問をさせていただきます。 

ＲＳウイルス感染症は、ＲＳウイルスの感染によって引き起こされる呼吸器感染症です。２歳

までに、ほぼ全ての子供が一度は感染し、その後も感染を繰り返すとされています。咳や鼻水と

いった風邪のような症状が現れ、特に生後６か月未満は呼吸困難や重い肺炎などの重症化リスク

が高いため、警戒が欠かせません。 

国内では２歳未満の乳幼児のうち、推定で年間12万から14万人がＲＳウイルス感染症と診断さ

れ、その約４人に１人が入院を必要としています。 

現時点では有効な治療薬もなく、発症や重症化を抑える予防が命を守る唯一の手段です。子供

向けのワクチンがない中、抗体製剤は有力な手段の一つで、近年は全ての乳児に使用できる効果

の高い新薬が登場しています。海外では、既に予防目的で広く用いられており、ＲＳウイルスの

流行に合わせ、投与できる利点もあります。 

しかし、免疫を獲得する仕組みがワクチンと異なり、国は現行法の定義で予防接種として扱う

のは困難としてきました。 

このため、公明党は抗体製剤も含める柔軟な法の解釈や改正を求めてきました。 

こうした働きかけが実り、厚生労働省は令和８年１月22日、感染症に効果のある抗体を直接投

与する抗体製剤をワクチンと同様に、予防接種法上の医薬品に位置づける検討に着手することを

決めました。 

有効な予防薬にはもう一つ、妊婦に接種することで母体にできた抗体が胎児に移行する母子免
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疫ワクチンがあります。現在は、任意接種で全額自己負担ですが、４月からは定期接種化され、

全国で対象の妊婦は原則無料で接種できるようになります。 

そこで、ＲＳウイルスワクチンの接種の効果と接種対象者について教えてください。あわせて、

抗体製剤が予防接種法上、医薬品に位置づけられることで乳児の予防対策がどのように変わると

考えているのか、お聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） ＲＳウイルスは、小児や高齢者に呼吸器症状を引き起こすウイルス

で、感染すると２日から８日の潜伏期間後、発熱、鼻汁、鼻水ですが、咳などの症状が数日続き、

一部では気管支炎や肺炎などに進行することがあります。年齢を問わず感染が繰り返されますが、

初回感染時に重症化しやすく、特に生後６か月以内の乳児では気管支炎や肺炎など、重篤な状態

になる場合があります。 

４月から始まります定期接種で使用するワクチンは、母子免疫ワクチンです。妊婦にワクチン

を接種することで体内につくられた抗体が胎盤を通じて胎児に移行し、生まれた乳児が出生時か

らＲＳウイルスに対する予防効果を持つことができるものとなります。生まれたばかりの乳児は、

免疫機能が未熟で自力で十分な抗体をつくることができないため、この方法による新生児への感

染や重症化予防の効果が期待されております。 

接種対象者の接種時点で、妊娠28週ゼロ日から36週６日までの妊婦の方で、ワクチンの効果に

つきましては、気管支炎や肺炎の予防におきまして、生後６か月時点で５割程度の予防効果が確

認されております。また、何らかの理由により接種前に出産となる場合もあることから、抗体製

剤が予防接種法上の医薬品として位置づけられれば、出生後に接種するという新たな選択肢が加

わり、これまで予防の手が届かなかった乳児への対策が広がるものと期待をしております。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 

〇６番（今原ゆかり） ありがとうございます。 

本市における年間の接種対象者数は、どのくらいになると見込んでいますでしょうか。 

また、定期接種化に伴う市の財政負担の額と今後の見通しについて、教えてください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 令和６年度に母子健康手帳を交付した妊婦は337名で、来年度の接

種対象者もこれに近い人数になると見込んでおります。 

来年度の予算、財政措置といたしましては、ワクチン接種１件当たりを約３万1,000円と見込

んでおり、新たに約1,000万円の歳出予算を計上させていただく予定です。 

このＲＳウイルスワクチンは、予防接種法のＡ類疾病に位置づけられているため、接種者本人

の自己負担は無料となります。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 
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〇６番（今原ゆかり） ありがとうございます。 

４月の定期接種開始まであと残り僅かです。対象となる妊婦の方に確実に情報が届かなければ、

制度が整っていても接種機会を逃してしまいます。接種のタイミングは、妊娠後期が重要であり、

時期を逃すと生まれてくる赤ちゃんを守ることができません。 

周知の仕方や相談の対応、接種可能な医療機関など、４月開始に向けた準備状況を具体的に教

えてください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 既に母子健康手帳を交付している方のうち、今年の４月１日以降に

接種対象となる方には、今月中旬頃に個別で案内通知をお送りできるよう準備を進めております。 

新たに母子健康手帳を交付する方には、予診票と説明書をお渡しする際に、直接、御本人に説

明の上、御案内する予定です。 

先月からは母子手帳アプリ「母子モ」の子育て情報としてお知らせしているほか、市の公式ホ

ームページでも、ＲＳウイルス感染症予防接種の案内を行っております。市内で接種に御協力い

ただける医療機関は現在７か所で、予防接種に関する相談は、健康推進グループで対応していま

すが、産科の主治医やワクチン接種をしていただく医療機関でも相談できることを併せて伝えて

まいります。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 

〇６番（今原ゆかり） ありがとうございます。 

ＲＳウイルス感染症は子供だけの病気ではありません。高齢者や喘息、慢性閉塞性肺疾患、心

疾患、糖尿病などの基礎疾患がある人、免疫機能が低下している人は、ＲＳウイルスに感染した

場合、肺炎などを起こすこともあります。 

厚生労働省の令和６年度の概況によりますと、65歳以上の肺炎による死亡人数は約８万人で、

日本人の死因順位第５位となっています。 

日本呼吸器学会による成人肺炎診療ガイドライン2024には、最近の傾向では肺炎の死亡数はや

や減少傾向、誤嚥性肺炎の死亡数は増加傾向にあり、2021年の肺炎と誤嚥性肺炎を合わせた死亡

数は全体の第４位であった。老衰にも肺炎が混在しているものと思われることから、肺炎全体と

しては減少していないことが推測され、肺炎で死亡した約98％が65歳以上の高齢者であると記載

をされています。超高齢化社会を迎えるに当たり、肺炎に対する対策はより一層重要になってく

るのではないかと考えます。 

そこで、高浜市における高齢者の肺炎による死亡状況について、直近３年間のデータがあれば

教えてください。また、増加、減少のいずれの傾向にあるか、愛知県の傾向と比較してどのよう

な状況にあるかも把握している範囲でお願いします。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 
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〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 愛知県衛生年報によりますと、本市の肺炎の死亡者数は、令和３年

が22名、令和４年が14名、令和５年が17名となっております。この数値の死亡率を愛知県と比較

しますと、令和３年が県が4.52％に対して、本市は5.14％と上回っていましたが、令和４年は県

が4.00％、本市が3.25％、令和５年は県が4.15％、本市3.77％と、愛知県平均を下回っておりま

す。 

令和３年の数値は、新型コロナウイルス感染症の影響が考えられますが、それ以降は3％台で

推移しており、おおむね安定した水準にあると考えております。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 

〇６番（今原ゆかり） ありがとうございます。 

次に、本市が現在、実施している高齢者向けの予防接種の状況についてお聞きします。 

肺炎球菌、インフルエンザ、新型コロナウイルスの各ワクチンについて、対象者数、自己負担

額、直近の接種率を教えてください。特に、肺炎球菌ワクチンについては、全国平均と比較して

どのような水準にあるかも併せてお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 高齢者を対象としまして、各ワクチンの状況につきまして、肺炎球

菌ワクチンの定期接種の対象者は、65歳の方と60歳以上65歳未満で一定の障害がある方となりま

す。 

自己負担額は2,500円で令和６年度の接種率は23.3％でした。この接種率は愛知県平均の

16.5％を上回り、衣浦東部保健所の管内の平均23.7％とほぼ同じ水準でした。なお、全国の接種

率は公表されていませんので、不明となります。 

次に、インフルエンザワクチンの定期接種対象者は、65歳以上の方と60歳以上65歳未満で一定

の障害がある方で、自己負担額は1,000円、令和６年度の接種率は54.8％でした。 

新型コロナウイルスワクチンにつきましては、インフルエンザワクチンと対象者が同じで、自

己負担額は4,500円、令和６年度の接種率は16.9％となります。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 

〇６番（今原ゆかり） ありがとうございます。 

肺炎球菌ワクチンの接種率が県平均を上回っていますが、さらに接種率を高めるための具体的

な改善策をお聞かせください。 

接種率が低いままでは、予防できる肺炎死亡を見過ごすことにつながります。市の認識と今後

の取組について教えてください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 肺炎球菌ワクチンの接種率のさらなる向上に向けては、いくつかの

課題がございます。 



－139－ 

まず、過去に任意で接種したことがある方は定期接種の対象外となるため、接種率が100％に

なることはなく、一定の上限が生じる構造的な側面があります。そして、対象年齢である65歳は

比較的、健康への不安が少ない年代であることから、インフルエンザのワクチン接種などと比較

して積極的に接種をする方が少ない傾向にあることも影響していると考えられます。 

これらに加えまして、高齢者の肺炎球菌感染症のように、予防接種法に定めるＢ類疾病では、

国の定期接種実施要領において、接種を受ける努力義務がないことを踏まえ、積極的な接種勧奨

とならないよう特に留意することとされており、一律に接種を強く促すことは制度上の制約がご

ざいます。 

肺炎は予防できる死因の一つであります。今後も、個別通知などを通じた丁寧な情報提供など

により、接種を希望する全ての対象者の方が確実に接種できる環境を整えてまいりたいと考えて

おります。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 

〇６番（今原ゆかり） ありがとうございます。 

高齢者の肺炎を引き起こすウイルス感染症の一つとして注意喚起されているのが、ＲＳウイル

ス感染症です。年齢を問わず何度も感染するため、生まれたばかりの新生児から高齢者まで幅広

い年齢層で感染すると言われています。 

60歳以上の高齢者では、年間の患者件数は100万件以上と推計され、年間にかかる医療費負担

も約1,000億円近くに上るとされています。 

長崎大学病院呼吸器内科などが受診患者を対象に調べたデータによりますと、肺炎患者におけ

るＲＳウイルス検出率は９％であり、インフルエンザウイルスと同数であったとあります。 

日本全体における成人、高齢者の発症状況について、日本の臨床試験の結果も含めた海外の論

文を参考にすると、毎年60歳以上の約70万人がＲＳウイルスに感染、発症し、そのうち約６万

3,000人が入院、約4,500人が死亡していると推計されています。 

つまり、感染症を発症した方の約10人に１人が入院し、そのうち、約15人に１人がお亡くなり

になっている状況です。 

現在、多くの方が予防接種をしているインフルエンザと比べると、その重症化のリスクはイン

フルエンザと同等もしくはそれ以上とされており、入院期間はインフルエンザよりも長くなると

の報告もあります。ＲＳウイルスは飛沫感染や接触感染で広がるため、病院や介護施設など感染

症に対する抵抗力が弱い高齢者が多く集まり、閉鎖された空間では集団感染をもたらす危険性も

あります。成人、高齢者におけるＲＳウイルス感染症は、インフルエンザや新型コロナウイルス

とは異なり、感染し、発症したときの治療薬がないことから、医療機関での適切な診断の機会も

少なく、集団発生のようなことが起きない限り、患者の認知がされないのが現状です。 

これだけの規模で高齢者の命に関わっているＲＳウイルス感染症について、市はどのように認
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識していますでしょうか。また、市民、介護施設等への周知、啓発をこれまでどのような形で行

ってきたか、具体的にお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） 高齢の方はもともと基礎疾患を持つ方が多い傾向にあり、加齢によ

る免疫力の低下から様々な感染症にかかりやすくなります。ＲＳウイルスは、厚生労働省の報告

では、65歳以上の肺炎患者、これは入院と外来の合計になりますが、約４％を占めることが報告

されており、市としても、高齢者への影響を軽視してはならない感染症と認識をしております。 

ただし、現時点では、重症化や死亡に関する知見は限られており、まずは肺炎の引き金となる

風邪やインフルエンザなどの感染症予防に努めることが重要と考えております。 

ＲＳウイルスに関しましては飛沫感染や接触感染で広がるため、手洗い、うがい、マスクの着

用や手指消毒といった基本的な感染対策の実践が有効となってまいります。 

これまで本市では、ＲＳウイルス感染症に特化した周知は行ってまいりませんでしたが、今後

は流行期前には、広報紙やホームページ、ＬＩＮＥなどを活用した注意喚起を市民や介護施設な

どへの情報提供に努めてまいりたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 

〇６番（今原ゆかり） ありがとうございます。 

現在、予防接種法上の定期接種に位置づけられている予防接種については、公費負担がある一

方、高齢者向けＲＳウイルスワクチンは任意接種で全額自己負担となっております。接種費用は

約３万1,000円と高額です。国では、定期接種化の検討が進んでいますが、結論までにはまだ時

間を要する見通しです。 

費用負担が接種の大きな障壁となっている現状について、市はどのように認識していますか。

また、国の動向を踏まえ、本市として今後どのように対応していく考えなのか、教えてください。 

〇議長（神谷直子） 健康推進グループ。 

〇健康推進Ｇ（中川幸紀） ３万円を超える見込みの接種費用が、ワクチン接種のハードルにな

っているという認識がございます。国の厚生科学審議会では、ＲＳウイルスの定期接種化の検討

が進んでまいりましたが、結論が出るまでにはまだ時間を要する見通しであります。 

国の審議会の動向を注視し、他の自治体の動向、状況も含め、情報収集を行ってまいりますの

で、よろしくお願いします。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 

〇６番（今原ゆかり） ありがとうございます。 

子供から高齢者まで、ＲＳウイルス感染症及び肺炎による死亡は予防できる可能性があります。 

４月からの母子免疫ワクチンの定期接種開始は大きな前進ですが、高齢者のＲＳウイルス対策

はいまだ途上にあります。 
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超高齢社会を迎える本市として、ＲＳウイルス感染症を含む肺炎予防に対し、今後どのような

取組を進めていく考えか、市の姿勢と方向性をお聞かせください。 

〇議長（神谷直子） 福祉部長。 

〇福祉部長（竹内正夫） 肺炎予防を含めた感染症対策は、市民の命と健康を守る上で重要な課

題と認識をしております。中でも、ＲＳウイルス感染症は治療薬がなく、予防が唯一の手段であ

るという点で、ほかの感染症とは異なる難しさがございます。 

子供への対策については、４月から定期接種開始という大きな前進を確実なものとするため、

１人も取りこぼすことなく、対象者に届く周知に全力を尽くしてまいります。 

一方、高齢者への対策につきましては、現時点で市としてできることに着実に取り組みながら、

国の議論の行方を見極めつつ、市民の負担軽減に向けた対応を継続的に検討してまいります。 

超高齢化社会を迎えるに当たって、感染症予防対策は今後ますます重要になります。引き続き、

市民の方の命と健康を守るため、できることを着実に積み重ねていきたいと考えております。 

〇議長（神谷直子） ６番、今原議員。 

〇６番（今原ゆかり） ありがとうございました。 

予防により、毎年の入院や介護が必要となる方を減らすことができれば、医療費、介護給付費

の削減が見込まれます。長期の介護負担や御本人、御家族の生活への影響を考えれば、これは十

分に費用対効果の高い先手の投資であると考えます。 

本市の財政状況が大変厳しいことも十分承知しております。その上で、感染症により重症化リ

スクの高い高齢者や特定疾患をお持ちの方に限ってでも、予防接種費用助成について前向きな御

検討を要望し、私の一般質問を終わらせていただきます。 

〇議長（神谷直子） 本日は、これをもって一般質問を打ち切ります。 

再開は、３月４日、午前10時であります。 

本日は、これにて散会といたします。長時間、御協力ありがとうございました。 

午後４時28分散会 

──────────────────────────────────────── 

 


